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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３ 第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

４ 第47期までの株価収益率については、当社の株式が非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。

５ 第48期におきまして、当社は平成16年７月30日付で株式１株を株式５株に分割しております。 

６  第50期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

７  第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストックオプション制度及び新株予約権方

式によるストックオプション制度を採用していますが、行使価格が株式の期中平均価格を下回っており、希

薄化効果を有していないことから記載してません。 

第一部 【企業情報】

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

営業収益 (百万円) 1,008 5,674 9,774 23,650 15,260

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △1,275 1,613 3,074 4,810 △68

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △1,344 1,242 3,045 2,978 △1,648

純資産額 (百万円) 1,456 2,768 16,217 29,149 31,423

総資産額 (百万円) 26,451 55,257 89,284 160,051 130,694

１株当たり純資産額 (円) 246.10 467.90 434.19 711.78 617.40

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) △232.16 209.93 91.52 77.17 △41.03

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― 91.05 77.09 ─

自己資本比率 (％) 5.5 5.0 18.2 18.2 18.8

自己資本利益率 (％) △68.2 58.8 32.1 13.1 △6.1

株価収益率 (倍) ― ― 19.24 29.35 ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 91 2,224 △4,978 5,719 △5,026

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △287 131 △149 △ 9,856 4,084

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,435 △522 8,084 10,237 1,067

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,553 3,191 6,040 12,466 12,861

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
1,643 
[19]

1,932
[7]

2,133
[ 8]

3,235
[ 11]

3,296
[ 10]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

  
２  自己資本規制比率は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定めによ

り決算数値をもとに算出したものであります。なお、第48期及び第49期は配当金による社外流出額を差引い

て算出しております。 

３ 第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４ 第47期の株価収益率については、当社の株式が非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。 

５ 第48期におきまして、当社は平成16年７月30日付で株式１株を株式５株に分割しております。 

６  第50期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

７  第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストックオプション制度及び新株予約権方

式によるストックオプション制度を採用していますが、行使価格が株式の期中平均価格を下回っており、希

薄化効果を有していないことから記載してません。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

営業収益 
(うち受入手数料)

(百万円)
1,002 

(1,162)
3,705

(2,384)
6,742

(5,230)
7,835

(4,834)
3,925

(2,707)

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △1,276 1,313 2,507 3,174 △ 569

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △1,344 1,201 2,799 2,110 △ 1,200

資本金 (百万円) 3,332 3,332 7,498 12,223 12,223

発行済株式総数 (株) 5,917,700 5,917,700 37,353,500 40,953,500 40,953,500

純資産額 (百万円) 1,454 2,767 15,995 27,443 23,757

総資産額 (百万円) 20,681 46,905 76,958 105,761 75,007

１株当たり純資産額 (円) 245.84 467.69 428.23 670.12 596.21

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

8.00

(―)

15.00

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) △232.19 203.11 84.13 54.70 △ 29.86

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― 83.70 54.65 ─

自己資本比率 (％) 7.0 5.9 20.8 25.9 31.7

自己資本利益率 (％) △68.2 56.9 29.8 9.7 △4.7

株価収益率 (倍) ― ― 20.93 41.40 △26.5

配当性向 (％) ― ― 9.5 27.3 ─

株主資本配当率 (％) ― ― 1.87 2.24 ─

自己資本規制比率 (％) 150.3 258.2 938.6 348.6 394.2

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
114 
[19]

144
[7]

176
[ 8]

191
[  2]

194
[ 7]



２【沿革】 

昭和33年１月21日 資本金5,000万円をもって東京都中央区日本橋兜町１丁目２番地に協立証券株式会社
を設立

昭和33年３月１日 東京証券取引所正会員となり営業を開始

昭和34年６月12日 飯能支店を新設、同年８月６日営業を開始

昭和38年２月25日 本社を東京都中央区日本橋２丁目７番３号に移転

昭和43年４月１日 証券取引法に基づく免許証券会社となる。

昭和47年８月15日 「公社債の払込金の受入及び元利金支払の代理業務」の兼業承認

昭和53年９月１日 立石支店を新設、同年10月４日営業を開始

昭和57年７月22日 「証券投資信託受益証券の収益金、償還金および一部解約金支払いの代理業務」の
兼業承認

昭和58年６月21日 「保護預り公共債を担保として金銭を貸付ける業務」の兼業承認

昭和60年５月13日 「譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次および代理業務」の兼業承認

昭和61年３月31日 「円建銀行引受手形の売買および売買の媒介等の業務」の兼業承認

昭和62年11月20日 「国内で発行されるコマーシャルペーパーの発行に係わる代理業務・売買・売買の
媒介・取次および代理業務」の兼業承認

昭和63年６月28日 外為法に基づく指定証券会社となる。

昭和63年７月１日 資本金20億356万５千円となる。

昭和63年９月９日 「有価証券に関する常任代理業務」の兼業承認

昭和63年９月９日 「譲渡性預金証書およびコマーシャルペーパーで外国において発行されたものの売
買・売買の媒介および代理業務」の兼業承認

昭和63年10月31日 「抵当証券の販売の媒介および保管業務」の兼業承認

平成２年４月１日 資本金30億356万５千円となる。

平成２年５月10日 「株式事務の取次ぎ業務」および、「金地金の売買、売買の媒介、取次ぎおよび代
理ならびに保管業務」の兼業承認

平成８年６月10日 「保護預り有価証券を担保として金銭を貸付ける業務」の兼業業務変更承認

平成９年９月30日 資本金９億1,710万円となる。

平成11年１月29日 株式会社エイチ・アイ・エス代表取締役社長の澤田秀雄氏が、当社発行済株式総数
の70％を超す大株主となる。

平成11年３月31日 資本金12億1,710万円となる。

平成11年４月１日 エイチ・アイ・エス協立証券株式会社に社名変更。コールセンター取引開始

平成11年６月23日 池袋支店を新設

平成11年10月８日 資本金12億9,616万2,500円となる。

平成12年１月12日 株式会社エイチ・アイ・エスの特定子会社となる。

平成12年１月17日 インターネット取引開始

平成12年１月24日 投資顧問業を登録

平成12年３月６日 資本金18億2,741万2,500円となる。

平成12年８月30日 「広告取扱業」の業務承認

平成13年２月28日 資本金31億7,549万2,500円となる。

平成13年３月14日 株式会社エイチ・アイ・エスの特定子会社ではなくなる。

平成13年４月１日 エイチ・エス証券株式会社に社名変更

平成14年５月１日 大阪証券取引所正会員となる。

平成14年７月１日 本社を東京都渋谷区に移転

平成14年８月19日 大阪支店を新設

平成14年８月27日 資本金33億3,299万2,500円となる。

平成14年９月10日 当社初主幹事会社を株式公開

平成14年10月15日 新宿支店を新設

平成15年１月24日 福岡証券取引所特定正会員となる。

平成15年２月14日 株式会社エイチ・エスインベストメントを子会社とする。

平成15年３月25日 株式会社エイチ・エスインベストメントがAGRICULTURALBANKOFMONGOLIA(AG銀行)の
株式100％を取得する。

平成15年７月31日 株式会社エイチ・エスインベストメントがAGRICULTURALBANKOFMONGOLIA(AG銀行)の
株式40％を譲渡する。

平成15年11月25日 横浜支店を新設

平成15年12月24日 名古屋証券取引所正会員となる。

平成16年２月６日 札幌証券取引所特定正会員となる。

平成16年５月６日 本社を東京都新宿区に移転



平成16年10月13日 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」に上場
平成16年10月14日 資本金74億9,851万2,500円となる。

平成16年12月13日 ジャスダック証券取引所取引参加者となる。

平成17年１月11日 「顧客紹介業」の業務承認

平成17年１月17日 福岡支店を新設

平成17年２月28日 虎ノ門支店を新設

平成17年６月22日 オリエント貿易株式会社を子会社とする。

平成17年８月22日 名古屋支店を新設
平成17年11月30日 資本金122億2,331万2,500円となる。
平成18年７月21日 21世紀アセットマネジメント株式会社の当社保有全株式を第三者へ譲渡する。
平成18年９月28日 エイチ・エス証券分割準備株式会社設立
平成18年11月24日 エイチ・エス債権回収株式会社設立
平成19年３月９日 虎ノ門支店を閉鎖
平成19年４月１日 エイチ・エス証券株式会社が澤田ホールディングス株式会社に商号変更
平成19年４月１日 エイチ・エス証券分割準備株式会社がエイチ・エス証券株式会社に商号変更



３【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社(連結子会社13社、関連会社5社)の主たる事業は、証券業務を中心に有価証券

及びデリバティブ商品の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及

び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、有価証券に関する投資顧問業務その他の証券業務、ベンチ

ャーキャピタル業務、銀行業務、M&A業務、投資信託委託業務、資産管理運用業務、債権管理回収業務を

営んでいる投資及び金融サービス業であります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

●：連結子会社 

▲：持分法適用関連会社 

 当グループは、当社、子会社13社、関連会社5社で構成されており、当グループの事業における 

位置付けは次のとおりであります。 

 証券関連事業・・・エイチ・エス証券株式会社、オリエント証券株式会社 

 銀行関連事業・・・ハーン銀行（Khan Bank LLC) 

   商品先物関連事業・オリエント貿易株式会社、オリエント アセツト マネジメントLLC 

 その他事業・・・・株式会社エイチ・エスインベストメント、日本エムアンドエイマネジメント 

          株式会社、パワーアセットマネジメントリミテッド、 

          エイチ・エス損害保険プランニング株式会社、エイチ・エス債権回収株式会社    

          エイチ・エス証券分割準備株式会社(他7社） 

  



４【関係会社の状況】 

  

 
（注）1 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

2 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

3 特定子会社であります。 

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社エイチ・エスイ
ンベストメント

東京都新宿区 30
ベンチャー
キャピタル業

100.0

①役員の兼任
当社役員中1名がその役員を兼務しており
ます。

②営業上の取引
投資事業組合を組成し、当社が投資してお
ります。 
営業資金の貸付を行っております。

ハーン銀行 
(Khan Bank LLC) 
(注)3,4

モンゴル国 
ウランバートル市

千トゥグルグ 
11,619,112 

銀行業
53.0

(53.0)

役員の兼任
当社役員中2名がその役員を兼務しており
ます。

日本エムアンドエイマネ
ジメント株式会社(注)2

東京都中央区 79 M&A業務
50.0

 (50.0)

営業上の取引
 投資事業組合を組成し、当社が投資してお
 ります。

HSIPO投資事業有限責任組
合

東京都新宿区 808
ベンチャー
キャピタル業

100.0
(1.0)

―

オリエント貿易株式会社 
(注)3,5

東京都新宿区 1,210
商品先物取引
業務

70.6
役員の兼任
当社従業員中1名がその役員を兼務してお
ります。

オリエント証券株式会社 東京都中央区 788 証券業務
100

(100.0)

役員の兼任
当社役員中1名がその役員を兼務しており
ます。

オリエント・アセット・
マネジメントLLC

カリフォルニア
百万ドル 

4 
 

投資顧問業務
100

(100.0)
―

エイチ・エス損害保険プ
ランニング株式会社

東京都新宿区 1,000
損害保険業の
準備

76 ─

JHKパートナーファンド 
(注)3

東京都新宿区 2,485 投資業務
90.28
(0.04)

―

HIS-HS九州産交投資事業
有限責任組合(注)3

東京都新宿区 5,105 投資業務
80.02
(0.1)

―

HSI-VLOH 投 資 事 業 組 合
(注)2

東京都新宿区 3,000 投資業務
30.33
(0.3)

─

エイチ・エス証券分割準
備株式会社

東京都新宿区 100
証券業務等の
準備

100.0
役員の兼任
当社役員中6名が役員を兼務しておりま
す。

エイチ・エス債権回収株
式会社

東京都新宿区 500
債権管理回収
業務

100.0
役員の兼任
当社役員中3名及び従業員中1名が役員を兼
務しております。

(持分法適用関連会社)

パワーアセットマネジメ
ントリミテッド

バミューダ 50 投資信託業
50 

(50.0)

①役員の兼任
 当社役員中１名がその役員を兼務してお  
 ります。 
②営業上の取引 
 投資信託の運用について、アドバイスを 
 しております。

九州産業交通ホールディ
ングス株式会社

熊本県熊本市 1,065
交通・旅客関
連事業

49.36
(49.36)

役員の兼任
 当社従業員中1名が役員を兼務しておりま  
 す。

株式会社外為どっとコム 東京都港区 765
外国為替取引
業務

36.07
(36.07)

―

株式会社バリュークリエ
ーション

東京都中央区 1,197
ベンチャーキ
ャピタル業務

22.68
(22.68)

役員の兼任
当社役員中1名がその役員を兼務しており
ます。



4 ハーン銀行(Khan Bank LLC)については、営業収益(連結会社相互間の内部営業収益を除く)の連結営業収益に

占める割合が10％を超えております。 

 
5 オリエント貿易株式会社については、営業収益(連結会社相互間の内部営業収益を除く)の連結営業収益に占

める割合が10％を超えております。 

 
  

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 上記のほか、歩合外務員は14名であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、アル

バイト・パートは除いた数であります。 

３ 上記のほか、歩合外務員の平成19年３月末の雇用人員は14名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の組合は、エイチ・エス証券従業員組合と称し、組合員数135名で構成されております。 

なお、労使関係については良好であります。 

また、連結子会社には組合はございません。 

主要な損益情報等(1) 営業収益 5,970百万円

(2) 経常利益 1,703百万円

(3) 当期純利益 1,119百万円

(4) 純資産額 3,316百万円

(5) 総資産額 35,238百万円

主要な損益情報等(1) 営業収益 4,356百万円

(2) 経常損失 2,422百万円

(3) 当期純損失 4,382百万円

(4) 純資産額 7,705百万円

(5) 総資産額 14,874百万円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

証券関連事業 218[7]

銀行関連事業 2,681[─]

商品先物関連事業 360[1]

その他事業 37[2]

合計 3,296[10]

従業員数(人) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

194[7] 34.9 5.5 4,788,969



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善、設備投資の増加などを背景に景気は持続

的に回復傾向にあり、個人消費も底堅い動きが見られました。株式市況におきましては日経平均株価は

平成18年4月上旬に17,500円台に達しました。しかし平成18年5月には世界的な株安の影響、円高懸念に

よる輸出関連銘柄の下落などもあり日経平均株価は下落に転じ、平成18年6月中旬には年初来安値の

14,200円台を記録しました。その後、海外株式の反発や堅調な企業業績を背景に回復トレンドに乗り、

平成19年2月には18,200円台まで上昇するに至りました。平成19年2月末には再び世界同時株安と円高に

見舞われ16,600円台まで急落する局面がありましたが、各国の市況も落ち着きを取り戻すなか期末には

17,200円台に回復いたしました。一方新興市場におきましては、ネット関連株の低迷・新興企業の業績

修正などを受けて平成18年4月の水準を高値として下落傾向が続き、底値を探る展開となりました。こ

れに伴い個人投資家の動きは総じて低調となり、委託売買代金も低水準となっております。  

  この様な状況のもと、当社グループの当連結会計年度の連結営業収益は152億60百万円（対前年同期

比35.4％減）、連結経常損失は68百万円、連結当期純損失は16億48百万円となりました。 

  

事業別のセグメントの業績は次のとおりです。 

① 証券関連事業 

(受入手数料) 

当連結会計年度の受入手数料は、33億23百万円(前期比43.0%減)となりました。 

 
  

委託手数料 

当連結会計年度は、市況の低迷等により25億39百万円(同44.5％減)となりました。 

  

引受・売出手数料 

当連結会計年度の引受・売出手数料につきましては、4社の主幹事を含め1億79百万円(同38.3％

減)となりました。 

  

平成18年３月期 平成19年３月期

受入手数料(百万円) 5,825 3,323

委託手数料(百万円) 4,573 2,539

引受・売出手数料(百万円) 290 179

募集・売出しの取扱手数料(百万円) 216 133

その他の受入手数料(百万円) 745 471



募集・売出しの取扱手数料 

当連結会計年度は、自社ファンドを中心に提供しましたが、募集・売出し手数料は1億33百万円

(同38.4％減)となりました。 

その他の受入手数料 

当連結会計年度は投資顧問料等の減少により4億71百万円(同36.8％減)となりました。 

(トレーディング損益) 

株式契約ディーラーは収益を伸ばしておりますが所有株式の評価損により3億37百万円(同83.0％

減)となりました。   

 
  

(金融収支) 

当連結会計年度の金融収益は信用取引の減少等もあり、10億36百万円（同10.3％減）となり、金

融費用は4億1百万円（同0.5％減）となり、金融収支は6億34百万円（同15.5％減）となりました。

(販売費・一般管理費) 

当連結会計年度はシステム関連費用の増加もありましたが、経費削減等をおこないまして販売

費・一般管理費は50億82百万円（同5.3％減）となりました。 

 以上の結果、証券関連事業の営業収益は、46億95百万円(同47.7%減)、営業損失は7億91百万円と

なりました。   

② 銀行関連事業 

 ハーン銀行につきましては、都市部、農村部共に順調に融資が拡大した結果、営業収益は59億70

百万円（同62.0％増）、営業利益は16億56百万円（同175.0％増）となりました。 

第49期
(自 17年４月１日
至 18年３月31日)

第50期
(自 18年４月１日
至 19年３月31日)

トレーディング損益(百万円) 1,981 トレーディング損益(百万円) 337

株券等トレーディング損益(百万円) 1,981 株券等トレーディング損益(百万円) 317

商品有価証券等(百万円) 1,981 商品有価証券等(百万円) 317

デリバティブ取引(百万円) 0 デリバティブ取引(百万円) 0

債券等トレーディング損益(百万円) △3 債券等トレーディング損益(百万円) 0

商品有価証券等(百万円) △3 商品有価証券等(百万円) 0

デリバティブ取引(百万円) ― デリバティブ取引(百万円) ─

その他のトレーディング損益(百万円) 3 その他のトレーディング損益(百万円) 20



③ 商品先物関連事業 

当連結会計年度の商品先物関連事業は、事業の再構築により営業収益は43億56百万円（同58.3％

減）となり、27億58百万円の営業損失となりました。 

 ④ その他事業 

 その他の事業等におきましては、各投資事業組合の成功・管理報酬等の減少により営業収益は2

億46百万円(同55.4%減)となり、4億18百万円の営業損失となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

日本 

  日本国内における業績は、証券業及び商品先物業の委託手数料の減少により、営業収益は92  

  億51百万円（同53.5％減）、営業損失は39億52百万円となりました。  

アジア 

  モンゴルにおける銀行関連業務は、貸出業務の拡大に伴い営業収益は59億70百万円（同  

   62.0％増）、営業利益は16億56百万円（同175.1％増）となりました。 

アメリカ 

    アメリカにおける投資顧問業は、運用収益の減少により営業収益は46百万円（同4.2％ 

     減）、営業損失は16百万円（前期は6百万円の損失）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度  

  末に比べ3億94百万円増加し,当連結会計年度末には128億61百万円となりました。  

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー  

  「営業活動によるキャッシュ・フロー」は50億26百万円の資金減少（対前年同期比107億45百万  

 円の減少）となりました。これは主として預り金及び受入保証金等の減少と法人税等の支払い等  

 によるものです。  

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー  

  「投資活動によるキャッシュ・フロー」は40億84百万円の資金増加（同139億40百万円の増加）  

  となりました。これは主として定期預金の減少によるものです。  

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー  

  「財務活動によるキャッシュ・フロー」は10億67百万円の資金増加（同91億70百万円の減少）  

  となりました。これは主として短期借入金の増加等によるものです。 

  

２ 【生産、申込及び販売の状況】 

該当事項はありません。 



３ 【対処すべき課題】 

 (1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、金融総合サービスの提供を目指し、証券業を中心としながら、商品先物業、銀行業、

およびその他金融業を展開しております。平成19年4月1日に持株会社体制へ移行し、適切な経営資源の配

分、迅速な意思決定を実践しつつ、様々なお客様の複合的なニーズに応えてまいります。またグループの

発展を果たすことにより、お客様ならびに株主、そして社会に貢献することを目指してまいります。 

 (2) 株式会社の支配に関する基本方針について 

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に

定めておりません。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。なお、当社はこれらの事業別リスクの発生可能性を認識した上で、当社グループ全体とし

て、リスク発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であります。 

a) 証券業 

①証券市場の変動による影響について  

株式市場において取引の停滞・減少があった場合には、当社の顧客数又は一人当たり取引高は停滞・減少

する事態が想定され、当社の株式売買手数料に影響を与える可能性があります。 

②法規制について 

証券子会社においては、トップマネジメントの監督の下、内部管理統括責任者、監査部、事務統括部など

が連携し、法令遵守のための内部管理組織の整備、コンプライアンスマニュアルの周知徹底を図っておりま

す。しかしながら今後、何らかの理由により行政上の指導、勧告等を受けた場合には、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 

証券取引法及び関係法令は、証券会社に対して自己資本規制比率を一定以上維持することを義務付けており

ます。今後何らかの理由により当該比率が120％を下回った場合、監督官庁の指導、命令などを通じて当社

の業績に影響を与える可能性があります。 

また証券会社は、証券取引法および関係法令、金融商品販売法等の消費者保護に関する法令、市場秩序に関

する法令等、幅広い規制を受けており、これらの規制が変更された場合、規制に対応するためのコスト増か

ら当社の業績に影響を与える可能性があります。 

③競合について 

 近年、インターネット証券会社を中心に手数料・サービス競争は過熱しており、今後の他社動向によって

は、商品、手数料を含むより厳しい競争も想定されます。その場合、新たな商品を開発する費用、販売促進

費、情報通信設備への投資などのコスト増により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

④個別業務について 

１）信用取引について  

 信用取引においては、株式市場の変動に起因して、顧客が損失を被った場合、又は代用有価証券の評価額

が下落した場合、受け入れている担保が十分でなくなる可能性があります。リスク管理は徹底しております

が、顧客からの信用貸付金の回収が想定以上に滞る場合には当社の業績に影響を与える可能性があります。 

２）トレーディングについて  

 トレーディング部門においては、運用ルールに従い、ポジションの評価損益を日次で内部管理統括責任者

に報告すると共に、取引内容に関してリスク管理部署からの牽制も受けております。しかしながら株式市場

において想定外の価格変動があった場合、当該業務の業績に影響を与える可能性があります。  



３）主幹事業務について  

 当該業務において、当社が主幹事証券会社を務める企業が新規上場する過程あるいは上場後に社会的評価

が低下するような事態を招いた場合には、その主幹事証券会社である当社の評価にも影響を与える可能性が

あります。その場合、主幹事業務の推進に支障を来すことに加えて、当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。  

  b) 銀行業 

ハーン銀行が、モンゴル国において銀行業務を行っており、当社の連結業績に影響を与える可能性があり

ます。 

①金利・為替相場等の変動による影響について 

同行はモンゴル国内において、主に現地通貨建てで業務を行なっているため、以下に挙げる金利、社会・

政治情勢の影響を強く受けます。 

１）金利リスクについて 

モンゴル国内の金利が大きく変動する場合、顧客に対する貸出金利の低下、顧客からの預金に対する利払

いの増加などにより、当社の連結業績に影響を与える可能性があります。 

２）為替リスクについて 

同行は現地通貨（トゥグルグ）建てで業務を行っております。そのため、為替相場の動向次第では、同行

の業績の如何にかかわらず当社の連結業績に影響を与える可能性があります。 

３）カントリーリスクについて 

モンゴル国は旧共産圏であり、1990年2月のモンゴル国憲法の施行により共和制へと移行し、市場経済化

が推進されております。近年は、高い経済成長率を維持しており、今後も引き続きプラス成長が予想されて

います。しかしながら、今後、政府債務の増大、貿易赤字の増加などにより、インフレ率の急進、政治・社

会情勢の混乱、税務及び規制等環境の変化が起きた場合には、貸倒れの増加などを通じて当社の連結業績に

影響を及ぼす可能性があります。  

②法規制について 

同行は、モンゴル国の中央銀行であるモンゴル銀行による規制・監督下に置かれているため、今後当該規

制が変更された場合、規制に対応するためのコスト増から当社の連結業績に影響を与える可能性がありま

す。 

c) 商品先物業 

①法的規制のリスク 

商品先物の業務は許認可制であり、諸規制法律により制約があります。昨今の社会情勢の流れから主務省

及び規制団体等による法的規制が強化される可能性があり、その場合には、営業活動の制約により、当社の

連結業績に影響を与える可能性があります。またこれら法令・規制に則った営業体制の確立に努めておりま

すが、何らかの理由により行政上の指導、勧告等を受けた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。 

②市場変動によるリスク 

商品先物市場の価格変動により、取引の停滞・減少があった場合は当社の連結業績に影響を与える可能性

があります。また自己売買業務においても、想定外の価格変動があった場合、当該業務の業績に影響を与え

る可能性があります。 

③訴訟によるリスク 

商品先物取引を行ったお客様が結果的に損失を被った場合訴訟に発展する可能性があります。この場合に

は、社会的信用の低下、訴訟に係る業務遅延、個人への損害賠償などのリスクがあります。 

④新規事業に関するリスク 



現在、商品先物業では安定的な収益基盤を目指すために、法人営業、インターネット取引、商品ファン

ド、証券仲介業など、事業の多角化を図る努力を行っております。しかしながら新規事業が計画通り進まな

い場合には当社の連結業績に影響を与える可能性があります。 

  

d) その他金融業 

損害保険業につきましては、早期営業開始を目指して免許申請を行っておりますが、免許取得時期によっ

ては、営業開始時期が遅れる可能性があります。また営業開始後につきまして、営業体制および管理体制の

構築、商品の開発・販売等の進捗状況によっては、連結業績に影響を与える可能性があります。投資関連事

業においては、取得した有価証券の価格変動、投資した企業の業績によって連結業績が影響を受ける可能性

があります。サービサー事業においては、金融機関、ノンバンク、投資ファンド等からの債権回収の受託、

譲受債権の回収を展開してまいりますが、債権回収の受託、債権の譲受及びその債権の回収が計画通りに進

まない場合、当社の連結業績に影響を与える可能性があります。 

 また当社は、九州産業交通ホールディングス(株)への出資を企業再生ビジネスと位置づけ、同社の再生、

企業価値向上へと取り組んでおりますが、同社の再生が計画通り進まない場合当社連結業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

e) システムについて 

証券子会社、商品先物子会社においては、コンピュータシステムにより顧客からのインターネットによる

取引の受注や取引の執行・決済に関するデータ処理を行なっております。従って、今後予期せぬシステム障

害が起こった場合には、証券子会社および商品先物子会社の事業に重大な支障が生じ、当社の連結業績に影

響を与える可能性があります。 

  

f)個人情報保護について 

  当社グループにおける顧客情報の管理については、各社厳重な管理を行っておりますが、想定していなか

った経路により外部に情報が流出した際には、金融グループとしての信用に悪影響を及ぼし、当社の業績に

影響を与える可能性があります。 

  

g)主要株主について 

  現在、当社代表取締役社長でもある澤田秀雄個人が大株主となっており、澤田個人及び関連企業において

実質的に29％を保有しておりますので、当社株主総会の承認を要する事項（取締役・監査役の選任・解任、

配当実施など）すべてに大きな影響力を持っております。何らかの事情により澤田秀雄の業務遂行に支障を

きたす状況が生じた場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

尚、上記の記載のうち、将来に関する事項は、別段の記載がない限り本書開示日現在において当社が判断

したものに限られており、全てのリスク要因を網羅するものではありません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(銀行関連業務） 

締結年月 契約内容
契約の締結当事者

内容
会社名 相手先

平成18年12月
ハーン銀行に対
するマネジメン

ト契約

当社、ハーン銀行
（Khan Bank LLC）

DEVELOPMENT
ALTERNATIVES INC

内容
ハーン銀行の経営全般に関する委託契約 
期間 
平成18年12月から平成22年12月まで



  

   (株式交換） 

  当社は平成19年2月26日開催の取締役会において、オリエント貿易株式会社(以下「オリエント貿易」)

と株式交換により、当社がオリエント貿易の発行済株式総数の全株数を取得し、完全子会社とする旨の株

式交換契約について決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。同契約は、会社法第796条第3項

の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換による手続きを実施し、平成19年4月1日を

もって効力は発生しております。 

(1) 株式交換の目的 

  当社は、当社グループの連結経営体質の強化を図る上で、オリエント貿易グループの経営改  

 革、業績の回復が重要課題であると考えておりますおります。このような中、昨年よりオリエン  

 ト貿易の経営陣を一新し経営改革に取り組んでまいりましたが、さらに意思決定を迅速化し、ま  

 た機動性を高めることが重要であるとの判断によりオリエント貿易を完全子会社にすることを決  

 定いたしました。 

(2) 株式交換比率 

  オリエント貿易の普通株式1株に対して、当社の普通株式0.75株を割当て交付いたします。ただ  

 し、当社が保有するオリエント貿易の普通株式1,708,770株については、本株式交換による株式の  

  割当てはいたしません。 

(3) 株式交換比率の算定根拠 

  当社およびオリエント貿易の株式価値の算定は、株式会社グラックス・アンド・アソシエイツ  

 （以下「グラックス・アンド・アソシエイツ」）に依頼いたしました。 

 当社については、大阪証券取引所ヘラクレスに上場されており、株価推移に異常性は認められな  

 いことから、市場株価法により算定を行ないました。 

 オリエント貿易については、当社連結子会社であること、かつ株式を公開していないこと等か  

 ら、将来キャッシュフローに着目したDCF法を重視し、補完的に相対的評価手法であるマルチプル  

 法を併用して、各手法に基づく評価額を加重平均することにより算定いたしました。 

 上記株式交換比率については、株式価値算定結果を基に総合的に勘案し、当事会社間において協  

 議の上、決定いたしました。 

(4) 株式交換期日 

  平成19年4月1日 

(5) 株式交換により使用する自己株式数 

  普通株式534,678株 

(6) 株式交換完全子会社の資産・負債の状況 

  流動資産   9,164百万円   流動負債       6,677百万円 

  固定資産   5,710百万円   固定負債        202百万円 

                                 特別法上の準備金    288百万円                        

    資産合計   14,874百万円      負債合計          7,168百万円 

(7) 株式交換完全親会社となる会社の資本金・事業の内容(当該株式交換後) 

    資本金    12,223百万円 

    事業の内容  グループ各社の経営の支配及び管理 

  

   (吸収分割） 

 平成18年9月19日開催の当社取締役会並びに平成19年2月23日開催の当社臨時株主総会において、下記の



とおり分割承認の決議いたしました。 

(1) 吸収分割の目的 

  当社グループは、中長期的かつ大局的なグループ戦略を担う持株会社と日常的な経営判断・事  

 業を行う子会社及び関連会社という形態に移行することで、経営の機動性や意思決定の迅速性を  

 確保し、急激な環境変化にも対応できる経営組織の構築を目指すために持株会社制へ移行いたし  

 ます。 

 本会社分割においては、当社の営む証券業、投資顧問業、金融先物取引業、商品先物取引業等を  

 当社子会社であるエイチ・エス証券分割準備株式会社（以下「承継会社」という。）に包括的に承  

 継させることを目的としています。 

 尚、会社分割の期日と同日に、当社は「澤田ホールディングス株式会社」に、承継会社は「エイ  

 チ・エス証券株式会社」に、それぞれ商号を変更しました。 

(2) 吸収分割の条件等 

  ① 承継する事業 

    証券取引業、投資顧問業、金融先物取引業、商品先物取引業務等 

  ② 当社が新たに発行する株式   

    分割に際し普通株式237,020株を当社に対してそのすべてを割り当てます。 

    ③ 割当て株式数の算定根拠 

       当社は証券関連事業を当社の100％出資子会社であるエイチ・エス証券分割準備株式会社に  

    承継させ本件分割に際して普通株式237,020株を発行しこれを全て当社に割当てます。 

       本件分割前後で当社の承継会社に対する持分比率が変化せずかつ当社の純資産の額が変動し  

       ないことから承継会社の資本金等の額を考慮し両者協議の上、割当株数を決定いたしまし  

       た。 

  ④ 分割期日 

    平成19年4月1日 

  ⑤ 承継する資産・負債の状況 

    流動資産   57,505百万円   流動負債     50,473百万円 

    固定資産    1,817百万円      固定負債         218百万円 

                                    特別法上の準備金     451百万円                      

       資産合計   59,323百万円   負債合計     51,143百万円 

  ⑥ 吸収分割承継会社 

    資本金         3,000百万円 

    事業内容   証券取引業、投資顧問業、金融先物取引業、商品先物取引業務等 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当連結会計期末の総資産は、前連結会計年度比293億57百万円減少し1,306億94百万円となりました。 

①流動資産は、銀行業務貸付金が増加しましたが、現金及び預金，顧客分別金信託、信用取引貸付金等の

減少により1,110億18百万円(同294億85百万円減)になりました。 

②固定資産は、大きな投資もなく有形固定資産が34億61百万円（同4億78百万増）、無形固定資産は9億72



百万円(同2億46百万円減)、投資その他の資産は、152億41百万円(同1億3百万円減)となり、その結果固定

資産合計は196億76百万円(同1億29百万円増) となりました。 

③流動負債は、銀行業務における顧客預金が増加しましたが、信用取引借入金、顧客からの預かり金、信

用取引受入保証金、商品業務預り証拠金等の減少により964億36百万円(同235億44百万円減)になりまし

た。 

④固定負債は負ののれんの増加等により20億46百万円（同3億14百万円増）、特別法上の準備金7億88百万

円（同1億90百万円増）となり負債合計は992億71百万円(同230億40百万円減）となりました。 

⑤純資産の部では自己株式の取得により株主資本は248億41百万円、純資産合計は314億23百万円となりま

した。 

(2) 経営成績の分析 

（営業収益） 

当連結会計年度における営業収益は152億60百万円(前連結会計年度比35.4%減)となりました。 

 営業収益が減少した主な要因は、証券業務受入手数料及び商品業務受入手数料の減少の他、所有  

 株式の評価損による株式トレーディング益の減少によるものです。 

（販売費及び一販管理費） 

 当連結会計年度の販売費及び一販管理費は148億60百万円(同19.1%減)となりました。これは商品 

 業務従業員の減少等により人件費が25億34百万円の減少（同25.9％減）したのをはじめ取引関係 

 費等の減少によるものです。 

（営業損失） 

 当連結会計年度の営業損失は22億66百万円となりました。これは主として前述の営業収益の減少 

 によるものです。 

（経常損失） 

 当連結会計年度の経常損失は68百万円となりました。これは主として持分法による投資利益及び 

 負ののれん償却額が増加したことによリ営業外収益が増加したことによるものです。 

 

（当期純損失） 

 当連結会計年度の当期純損失は16億48百万円となりました。これは証券取引事故損失、事業再構  

 築費用及び法人税等調整額の発生によるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりでありま  

 す。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は50億26百万円の資金減少（対前年同期比107億45百万円  

 の減少）となりましたが、これは主に預り金及び受入保証金等の減少と法人税の支払い等による 

 ものです。  

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は40億84百万円の資金増加（同139億40百万円の増加）と 

 なりましたが、これは主に長期定期預金の減少等によるものです。  

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は10億67百万円の資金増加（同91億70百万円の減少）と 

 なりましたが、これは主に短期借入金の増加等によるものです。 

 この結果現金及び現金同等物期末残高は128億61百万円（同3億94百万円の増加）になりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

該当事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、歩合外務員14名、臨時雇員7名を除く人数であります。 

２ リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

  

   
(注) 所有権移転外ファイナンス・リースであります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及び構築物 器具備品・運搬具 合計

新宿本店 
(東京都新宿区)

証券関連事業 情報機器 41 50 92 121

日本橋支店 
(東京都中央区)

証券関連事業 〃 0 7 7 6

新宿支店 
(東京都新宿区)

証券関連事業 〃 2 1 4 5

渋谷支店 
(東京都渋谷区)

証券関連事業 〃 ─ 1 1 10

池袋支店 
(東京都豊島区)

証券関連事業 〃 0 1 1 6

立石支店 
(東京都葛飾区)

証券関連事業 〃 4 0 5 9

飯能支店 
(埼玉県飯能市)

証券関連事業 〃 ─ 0 0 6

横浜支店 
(横浜市西区)

証券関連事業 〃 ─ 1 1 6

名古屋支店 
(名古屋市中区)

証券関連事業 〃 2 2 5 6

大阪支店 
(大阪市北区)

証券関連事業 〃 0 0 1 6

福岡支店 
(福岡市中央区)

証券関連事業 〃 0 1 2 8

エリア店舗 証券関連事業 〃 4 0 4 5

合計 ― ― 57 69 127 194

名称 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

東証売買端末サーバ 16 5年間 7 22

コピー機 16 5年間 7 14

株価通報TV 3 7年間 0 0

小型選択TV 102 5年間 0 0



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(3) 在外子会社 

平成18年12月31日現在 

 
(注) 在外子会社の決算日は平成18年12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表

を使用しているため、平成18年12月31日現在の金額を記載しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称

設備の内
容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築
物

器具備品
・運搬具

その他 合計

株式会社エイチ・エ 
スインベストメント

新宿本店 
(東京都新宿区)

その他事業 情報機器 1 0 ─ 2 2

株式会社エイチ・エス 
債権回収株式会社

新宿本店 
(東京都新宿区)

その他事業 情報機器 ─ 1 ─ 1 11

日本エムアンドエイ 
マネジメント株式会 
社

築地本店 
(東京都中央区)

その他事業 情報機器 13 4 ─ 17 6

エイチ・エス損害保険
プランニング株式会社

新宿本店 
(東京都新宿区)

その他事業 情報機器 6 8 ─ 15 16

オリエント貿易株式会
社

新宿本店 
(東京都新宿区)

商品先物業 情報機器 622 111 735 1,469 360

オリエント証券株式会
社

日本橋本店
(東京都中央区)

証券業 情報機器 18 3 ─ 21 24

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
器具備品
・運搬具

合計

ハーン銀行 
（Khan Bank LLC ）

モンゴル国 
(ウランバート
ル
市他421店舗)

銀行関連事
業

販売設備
情報機器

1,017 767 1,784 2,681

Orient Asset Management

アメリカ合衆
国 
(カリフォルニ
ア州)

その他 情報機器 ─ 4 4 2



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
② 【発行済株式】 

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成17年6月24日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 149,000,000

計 149,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 40,953,500 40,953,500

大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット－「ヘラ

クレス」

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 40,953,500 40,953,500 ― ―

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個)
 ①   1,790
  ②           60

同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
 ①   179,000
  ②     6,000

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)
  １株につき2,342
   １株につき2,490

   同左

新株予約権の行使期間
自 平成20年7月 1日
 至 平成25年6月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

 ① 発行価格    2,342
   資本組入額  1,171 
 ② 発行価格  2,490 
   資本組入額 1,245 

     同左



 
 ① 平成17年7月21日取締役会決議 

 ② 平成17年9月20日取締役会決議 

  (3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の行使の条件

  新株予約権の発行時にお

いて当社の取締役、監査

役、従業員であった新株

予約権者は、新株予約権

行使時においても、当社

の取締役、監査役もしく

は従業員であることを要

する。ただし、当社の取

締役もしくは監査役を任

期満了により退任した場

合、その他正当な理由が

あり当社取締役会の承認

を得た場合はこの限りで

はない。

  新株予約権の発行時にお

いて当社と顧問契約を締

結している顧問であった

新株予約権者は、新株予

約権の行使時において、

当社の取締役、監査役、

従業員、嘱託社員または

顧問であることを要す

る。ただし、当該新株予

約権者が新株予約権行使

時において、当社の取締

役、監査役、従業員、嘱

託社員または顧問のいず

れでもない場合であって

も、新株予約権の行使に

先立ち、当該行使にかか

る新株予約権の数及び行

使の時期につき、当社取

締役会の承認を得た場合

にはこの限りではない。

  新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを

行使できるものとする。

ただし、④に規定する

「新株予約権割当契約」

に定める条件による。

  そのほかの条件は、株主

総会及び新株予約権発行

の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は
認めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する 
事項

─ ─



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 

 
２ 平成16年６月18日開催の定時株主総会において、資本準備金を959,923千円減少し、欠損てん補することを

決議しております。 

３ 新株予約権の権利行使によるものであります。(発行価格680円、資本組入額340円) 

４ 株式分割１：５ 

５ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

 
６ 新株予約権の権利行使によるものであります。（発行価格136円、資本組入額68円） 

７  新株予約権の権利行使によるものであります。（発行価格136円、資本組入額68円） 

 
(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式1,105,275株は「個人その他」に1,105単元及び「単元未満株式の状況」に75株を含めて記載してお

ります。なお、自己株式1,105,275株は実質的な所有株式数であります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年８月27日(注１) 315,000 5,917,700 157,500 3,332,992 157,500 959,923

平成16年６月18日(注２) ― 5,917,700 ― 3,332,992 △959,923 ―

平成16年７月１日(注３) 23,000 5,940,700 7,820 3,340,812 7,820 7,820

平成16年７月５日(注３) 10,000 5,950,700 3,400 3,344,212 3,400 11,220

平成16年７月７日(注３) 5,000 5,955,700 1,700 3,345,912 1,700 12,920

平成16年７月30日(注４) 23,822,800 29,778,500 ― 3,345,912 ― 12,920

平成16年10月12日(注５) 7,500,000 37,278,500 4,147,500 7,493,412 6,315,000 6,327,920

平成16年10月14日(注６) 75,000 37,353,500 5,100 7,498,512 5,100 6,333,020

平成17年６月22日(注７) 100,000 37,453,500 6,800 7,505,312 6,800 6,339,820

平成17年11月30日(注８) 3,500,000 40,953,500 4,718,000 12,223,312 4,717,405 11,057,225

(注) １ 有償 第三者割当 315,000株

発行価格 1,000円

資本組入額 500円

     主な割当先 西岡進 他 18名

発行価格 1,500円

発行価額 1,105円

引受価額 1,395円

資本組入額 553円

８ 発行形態   公募増資

発行した株式の種類及び発行数   普通株式 3,500,000株

１株の引受価格   2,695.83円

上記のうち資本組入額   1,348円

上記のうち資本準備金積立額   1,347.83円

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 9 27 99 34 11 6,668 6,848 ―

所有株式数 
(単元)

─ 20,646 3,152 69,479 124,322 145 191,768 409,512 2,300

所有株式数 
の割合(％)

─ 5.0 0.7 16.9 30.3 0.0 46.8 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)１   タワー投資顧問株式会社から平成18年12月15日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成

18年12月11日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末における

実質所有株式数の確認ができないので上記の大株主の状況には含めておりません。 

なお、変更報告書の内容は次のとおりである。 

 
    ２   ブラックロック・ジャパン株式会社及び共同保有者である他２社から平成18年12月12日付の大量保有報告  

  書の提出があり、平成18年11月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社とし 

  て当時業年度末における実質所有株式数の確認ができないので、上記の大株主の状況には含めておりませ 

  ん。 

  なお、変更報告書の内容は次のとおりである。  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

澤田 秀雄 東京都渋谷区 10,628 25.95

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

東京都港区六本木6丁目10番1号 六本木ヒル
ズ森タワー（常任代理人）

8,493 20.73

ワールド・キャピタル株式会社 東京都日野市多摩平１丁目10-3 5,117 12.49

日本マスタートラスト信託銀行
（株）信託口

東京都港区浜松町２丁目11-3 1,357 3.31

バンクオブニューヨークヨーロ
ッパリミテッドルクセンブルグ
131800 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

 
東京都中央区日本橋兜町６番７号 
（常任代理人） 
 
 

1,117 2.72

エイチ・エス証券株式会社
東京都新宿区西新宿６丁目8-1  住友不動産
新宿オークタワー

1,105 2.69

有限会社秀インター 東京都渋谷区松涛一丁目7-26 1,100 2.68

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ６１３ 
(常任代理人 ドイツ証券株式会
社）

東京都千代田区永田町２丁目11番1号 山王
パークタワー（常任代理人）

744 1.81

稲井田 安史 東京都港区 650 1.58

エイアイユーインシュアランス
カンパニー・オーアールディー
４プロド 
(常任代理人 シティバンク・エ
ヌ・エイ東京支店)

東京都品川区東品川２丁目3番14号
（常任代理人）

600 1.46

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエルオム
ニバスアカウント 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

東京都中央区日本橋兜町6番7号
（常任代理人）

400 0.97

計 ― 31,312 76.45

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

タワー投資顧問株式会社 東京都港区芝大門１丁目12番16号 9,518 23.24

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式会社
東京都中央区日本橋１丁目4番1号 日本橋1丁
目ビルディング

3,145 7.68



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)    「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権1個)含まれて

おります。 

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)    当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,105,200

―
権利内容に何ら限定のない当社にお 
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,846,000
398,460 同上

単元未満株式  
普通株式 2,300 ― 同上

発行済株式総数 40,953,500 ― ―

総株主の議決権 ― 398,460 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
エイチ・エス証券㈱

東京都新宿区西新宿六丁目
８番１号住友不動産新宿オ
ークタワー

1,105,200 ─ 1,105,200 2.69

計 ― 1,105,200 ─ 1,105,200 2.69



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

① 当社はストックオプション制度を採用しております。 

     当該制度は、旧商法の規定に基づき、下記の付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株  

   予約権を発行することを、平成17年６月24日の定時株主総会において特別決議されたものであ  

   ります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １  当社が新株予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又は

株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約権

の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を

乗じた数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

 また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新

株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権

の総数を乗じた数といたします。 

２ ①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律79号）附則第5条第2項の規定に基づく自己株

式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）附則第6条第1項の規定に基づく新株

引受権権の行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げます。 

 
    なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替える

ものといたします。 

  ②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものといたします。 

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものといたします。 
  

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社執行役員 ３名
当社従業員 181名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 300,000株を上限とする（注）1

新株予約権の行使時の払込金額 607,910,000円 (注)2

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成25年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の発行時において当社又は当社関係会社の取締役、監査

役、執行役員及び従業員であった新株予約権者は、新株予約権行使

時においても、当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員である

ことを要する。ただし、当社又は当社関係会社の取締役もしくは監

査役を任期満了により退任した場合、その他正当な理由のある場合

にはこの限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に

定めるところにより権利を行使できるものとする。

③ そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

─

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



② 会社法に基づき、下記の付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ  

     とを、平成19年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の  

     内容は次のとおりであります。 

 
(注) １  付与対象者の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。  

２  当社が新株予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又

は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約

権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

 また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新

株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権

の総数を乗じた数といたします。 

３  各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１

株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪

証券取引所における当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り

上げます。 

 ただし、当該価格が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値といたします。 

４ ①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律79号）附則第5条第2項の規定に基づく自己株

式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）附則第6条第1項の規定に基づく新株

引受権権の行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げます。 

 
      なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替える

ものといたします。 

    ②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものといたします。 

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものといたします。 

決議年月日 平成19年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役及び使用人(注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 200,000株を上限とする（注）2

新株予約権の行使時の払込金額 (注)3、4

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日から平成27年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けたものは、新株予約権行使時において 
  も、当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役及び使用 
  人であることを要する。  
    ただし、当社又は当社子会社の取締役を任期満了により退任した場  
    合、その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。
② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に 
    定めるところにより権利を行使できるものとする。
③ そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるとこ  
    ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 
  (注) 当事業年度に自己株式取得を２回おこなっており、上記記載されている資料は(平成18年6月2日)決定事項を基  

       準により記載しております。 

 
  (注) 当事業年度に自己株式取得を２回おこなっており、上記記載されている資料は(平成18年12月22日)決定事項を  

       基準により記載しております。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
  (注) 当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ  

       る株式数は含めておりません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
 (注) 当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ   

      る株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】 会社法第155条第3号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年6月2日)での決議状況 
(取得期間平成18年6月5日～平成18年9月末日)

1,000,000 1,400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 998,000 1,157,723,900

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,000 242,276,100

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.2 17.3

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 0.2 17.3

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年12月22日)での決議状況 
(取得期間平成18年12月25日～平成19年6月末日)

1,000,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 105,000 94,390,600

残存決議株式の総数及び価額の総額 895,000 905,609,400

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 89.5 90.6

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 89.5 90.6

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 ─ ─

当期間における取得自己株式 78 50,700

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 1,105,275 ― 1,105,353 ―



３ 【配当政策】 

当社は、業績に対応した利益還元を行うことを基本方針としていますが、今後の事業展開と経営体質の

強化、財務内容の充実を図るために必要な内部留保を確保しつつ安定した配当を継続していく方針であり

ます。 

  当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、前期と比べて大幅に減収減益となり当期純損失を計上いたし

たこと等により、当期は無配としております。 

 また国内外での事業展開への備えとシステム投資等に投入していくとともに長期安定的な経営基盤の強

化を図るために必要な内部留保を確保して参ります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであります。 

当社株式は、平成16年10月13日から大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)に

上場されております。それ以前については、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであります。 

  

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) ― ― 1,995 3,870 2,340

最低(円) ― ― 889 1,490 738

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,090 1,075 983 969 973 874

最低(円) 928 928 882 885 815 738



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

取締役社長 
(代表 

取締役)
澤 田 秀 雄 昭和26年２月４日生

昭和53年６月 インターナショナルツアーズの商
号にて航空券販売開始

(注)６ 106,280

昭和55年12月 ㈱インターナショナルツアーズ
(現㈱エイチ・アイ・エス)代表取
締役社長(現取締役会長)

平成11年３月 当社代表取締役社長就任(現)

平成15年３月 AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA
( 現 Khan Bank LLC) 取締役会長
(現)

平成15年６月 ㈱エイチ・エスインベストメント
取締役会長(現)

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現
エイチ・エス証券㈱)代表取締役
社長(現)

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱取締役
(現)

専務取締役 高 橋 健 三 昭和21年２月11日生

昭和39年４月 光亜証券㈱(現三菱UFJ証券㈱)入
社

(注)６ 100

平成８年６月 国際証券㈱(現三菱UFJ証券㈱)取
締役

平成10年４月 同社常務執行役員

平成13年６月 同社監査役

平成14年10月 ユニコム証券㈱代表取締役社長

平成16年３月 当社代表取締役専務就任

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現
エイチ・エス証券㈱)取締役

平成19年４月 同社代表取締役専務(現)

当社取締役専務(現)

常務取締役 中井川 俊一 昭和38年4月16日生

昭和63年４月 ワールド証券㈱(現 SBI証券㈱)入
社

(注)３ ─

平成８年６月 ㈱エイチ・アイ・エス入社

平成11年２月 スカイマークエアラインズ㈱出向

平成14年９月 ㈱バリュークリエーション専務取
締役

平成16年３月 ㈱バリュークリエーション代表取
締役社長

平成19年２月 当社取締役就任

平成19年４月 エイチ・エス証券㈱取締役

平成19年６月 同社専務取締役(現)

当社常務取締役(現)

取締役 三 嶋 義 明 昭和40年2月25日生

昭和63年４月 スイス・ユニオン銀行（現UBS銀
行）入行

(注)６ 26

平成５年９月 UBS証券会社入社

平成８年２月
 
 

ヒポ・フェラインス証券会社（現
HVBキャピタル証券会社） 
入社

平成13年６月
 

ザーテックテクノロジー㈱入社

平成14年11月
 

当社入社投資銀行本部課長

平成14年12月 公開引受部長

平成15年３月 AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA
(現Khan Bank LLC)取締役（現）

平成15年12月 投資部長

平成17年11月
 

執行役員投資企画本部長兼投資企
画部長

平成18年６月 取締役就任（現）

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現
エイチ・エス証券㈱)取締役(現)

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱取締役
(現）

取締役 澤 田 秀 太 昭和56年11月2日生

平成17年４月
 

日興コーディアル証券㈱入社

(注)６ 750

平成18年６月 当社取締役就任（現）

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現
エイチ・エス証券㈱)取締役(現)

平成19年６月 オリエント貿易㈱取締役就任
（現）



 
(注) １ 取締役 澤田 秀太は、取締役社長 澤田 秀雄の長男であります。 

２ 監査役櫻井幸男・梅田常和は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。 

３  平成19年2月開催の臨時株主総会から平成20年定時株主総会の終結の時までであります。 

４ 平成19年2月開催の臨時株主総会から平成22年定時株主総会の終結の時までであります。 

５ 平成19年6月開催の定時株主総会の終結の時から2年間であります。 

６  平成18年6月開催の定時株主総会の終結の時から2年間であります。 

７ 平成16年6月開催の定時株主総会の終結の時から4年間であります。 

８ 平成19年6月開催の定時株主総会の終結の時から1年間であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役 鈴 江 敬 志 昭和36年1月16日生

昭和58年４月 ㈱横浜銀行入行

(注)５ 0

平成11年１月 フューチャーフィナンシャルスト
ラテジー㈱入社

平成13年２月 三井住友海上キャピタル㈱入社

平成15年６月 ㈲ベルエイトパートナーズ入社

平成16年１月 ストラテジックキャピタルパート
ナーズ㈱入社

平成17年11月 当社入社

平成17年11月 九州産業交通㈱(現九州産業交通
ホールディングス㈱)監査役(現)

平成18年６月 オリエント貿易㈱取締役(現)

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱代表取締
役社長就任(現)

平成19年５月 エイチ・エス損害保険プランニン
グ㈱監査役就任(現)

平成19年６月 当社取締役就任(現)
㈱バリュークリエーション代表取
締役社長就任(現)

監査役 
(常勤)

櫻 井 幸 男 昭和23年３月５日生

昭和49年４月 ㈱日本不動産銀行(現㈱あおぞら
銀行)入行 
銀行・証券・投資信託会社等の要
職を歴任

(注)７ 100

平成11年11月 当社監査役就任(現)

監査役 
(非常勤)

梅 田 常 和 昭和20年８月22日生

平成７年４月 公認会計士梅田会計事務所開設同
事務所所長(現)

(注)８ 440

平成11年１月 ㈱エイチ・アイ・エス監査役就任
(現)

平成11年３月 当社監査役就任(平成16年６月退
任)

平成12年６月 ㈱タカラトミー(旧㈱トミー)監査
役就任(現)

平成12年６月 ㈱ハーバー研究所監査役就任(現)

平成19年６月 当社監査役就任(現)

監査役 
(非常勤)

松 川 辰 彦 昭和17年９月22日生

昭和36年４月 当社入社

(注)４ 145

平成４年６月 経理部長

平成11年３月 取締役 総務部・検査部管掌兼フ
ロントチェック担当兼経理部長

平成14年６月 監査役就任

平成15年６月 監査役退任

平成17年６月 補欠監査役就任

平成18年６月 オリエント証券㈱監査役就任
（現）

平成19年２月 当社監査役就任(現)

平成19年６月 オリエント貿易㈱監査役就任(現)

計 107,841



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主、顧客、従業員をはじめとする様々なステークホルダー（利害関係者）にとっての企業価

値を最大化するために、コーポレート・ガバナンスを強化しております。とりわけ、株主・投資家の利益

の立場から経営をチェックし、経営の効率性や業績の向上を損なうことがないように監視する組織的な取

組みを重視しております。またコンプライアンスの徹底を図ることにより、経営の透明性および信頼性の

向上に努めております。  

また、当社グループは、当社が効率的なグループ経営を行い、各事業子会社が日常的な経営判断を行って

いく持株会社体制を敷いており、当社が子会社を管理し、グループ価値の向上に努めております。  

会社の機関の内容及び内部システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役会が実態に即した迅速な意思決定を行うとともに、3名

の監査役により、それぞれ専門の見地から客観的に経営を監視できる体制を構築しております。取締

役会は定例(毎月1回)及び必要に応じ都度開催され、原則として監査役が出席し、取締役の職務の監

査を行なっております。 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は、取締役6名から構成されており、グループ経営の基本方針、法定事項その他経営に関

する重要事項を決定するとともに業務執行状況の監督を行なっております。監査役には会計士1名が

含まれており、高い専門性と厳格な職業倫理から透明性の高い監査を行なっております。また取締役

は、その職務の執行状況について、監査計画に基ついた監査役の監査を受けております。  

一方、役員及び使用人に法令規則違反の疑義のある行為を発見した場合に、速やかに社内及び社外に

設置する窓口に通報・相談する制度を定めた社内通報制度を導入し、「社内通報制度に関する規定」

を制定し運用しております。  

関係会社管理については、投資戦略部を主管部署として「関係会社管理規程」に基づいて関係会社を

管理する体制を整備しております。また関係会社の業務状況は、定例の取締役会において、担当役員

が報告することとし、必要に応じて関係会社役員からのヒアリングを行うこととしております。  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は、取締役6名から構成されており、グループ経営の基本方針、法定事項その他経営に関

する重要事項を決定するとともに業務執行状況の監督を行なっております。監査役には会計士1名が

含まれており、高い専門性と厳格な職業倫理から透明性の高い監査を行なっております。また取締役

は、その職務の執行状況について、監査計画に基ついた監査役の監査を受けております。  

一方、役員及び使用人に法令規則違反の疑義のある行為を発見した場合に、速やかに社内及び社外に

設置する窓口に通報・相談する制度を定めた社内通報制度を導入し、「社内通報制度に関する規定」

を制定し運用しております。  

関係会社管理については、投資戦略部を主管部署として「関係会社管理規程」に基づいて関係会社を

管理する体制を整備しております。また関係会社の業務状況は、定例の取締役会において、担当役員

が報告することとし、必要に応じて関係会社役員からのヒアリングを行うこととしております。  

 ③監査役監査及び内部監査の状況 

  当社の監査役会は、2名の社外監査役を含む3名で組織され、会計監査人と連携して取締役の職務の

執行を監査しております。監査役は監査役会で定めた監査の方針や業務の分担等に従い、取締役会及

び経営戦略会議に出席し、取締役等からの営業の報告の聴取や、重要な決議書類等の閲覧、さらに業

務及び財産の状況の調査等により厳正な監査を実施しております。また監査役会は、代表取締役社長



と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行ないます。このほか監査役は、管理担

当役員ならびに関係会社各社の監査役と情報交換に努め、会計監査人とは適宜面談を持ち協議を重ね

るなどして、連携して当社及び関係会社各社の監査の実効性を確保しております。  

また、主要な関係会社には当社から取締役または監査役を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執行

状況を監視・監督するほか、当該関係会社の業務執行状況を監査するなどして、その業務の適正を確

保するよう努めます。  



④当社の機関・内部統制システムの整備の状況 

  

 

 ⑤会計監査の状況 

 当社と新日本監査法人との間では、監査契約を結んでおり、法律の規定に基づいた会計監査を実  

 施しております。 

 また、監査役と監査法人は、定期的に意見交換を行い、必要に応じて適宜報告を行っておりま  

 す。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

 
(注) 1 継続監査年数については、全員7年以内であるため、記載を省略しております。 

2 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査人に一定期間を超えて関与することのな

いよう措置をとっております。 

   なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士3名、会計士補等2名であります。 

 ⑥社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

  当社監査役2名のうち社外監査役が2名、就任しております。 

  当社の社外監査役は、当社及び当社子会社との間には人的関係、資本関係または取引関係その他  

  の利害関係はありません。 

(2)リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、業務執行に係るリスクをトータルに認識・評価し適切に対応を行うために、取締役および

投資戦略部が、当社及び当社グループの事業に関わるリスクの把握および管理に努め、当該リスクの管

理状況を適宜、取締役会に報告いたします。また不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を委

員長とする対策委員会を設置し、情報連絡チームや外部アドバイサリーチーム等を組織し迅速な対応を

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

 指定社員 
 業務執行社員

樽 本 修 平 新日本監査法人

 指定社員 
 業務執行社員

田 中 清 吾 同上



行い損害の拡大を抑えこれを最小限に止める体制を整備しています。 

(3) 役員報酬の内容 

当社の定時株主総会決議による取締役の報酬月額は25百万円以内、監査役の報酬月額は3百万円   

 以内であります。 

 取締役及び監査役に支払った報酬（使用人兼務役員に支払つた使用人給与及賞与相当額は除く） 

   取締役 6名 47百万円（期末現在では7名であり、当社には社外取締役はおりません） 

   監査役 4名 14百万円（監査役3名が社外監査役です） 

 利益処分による取締役及び監査役賞与はありません。 

(4)監査報酬の内容 

 当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬の内容は、18,000千円であります。この他に顧客資産の分別保管の法令遵守に関する検証業務に

係る報酬と内部統制システムの構築のための助言を受けており、対価を支払っております。 



７【業務の状況】 

① 受入手数料の内訳 

  

 
  

② トレーディング損益の内訳 

  

 
  

期別 区分
株券

(百万円)
債券

(百万円)
受益証券
(百万円)

その他 
(百万円)

計(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

委託手数料 3,556 0 7 39 3,603

引受・売出手数料 287 2 ─ ─ 290

募集・売出しの取扱手数料 21 2 190 ― 214

その他の受入手数料 114 0 13 597 725

計 3,980 6 211 636 4,834

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

委託手数料 1,918 ─ 7 16 1,943

引受・売出手数料 176 1 ─ ─ 177

募集・売出しの取扱手数料 ─ 6 124 ─ 131

その他の受入手数料 98 3 28 324 455

計 2,193 11 161 340 2,707

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

トレーディング損益 トレーディング損益

(株券等)(百万円) (1,974) (株券等)(百万円) (  321)

(債券等)(百万円) (△3) (債券等)(百万円)  (    0)

(受益証券)(百万円) ( 3) (受益証券)(百万円)  (   20)

(その他)(百万円) (―) (その他)(百万円) (   ―)

計(百万円) 1,974 計(百万円) 341



③ 自己資本規制比率 

  

 
(注) １ 上記は証券取引法第52条の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定めにより決算

数値をもとに算出したものであります。なお、配当金による社外流出額を差引いて算出しております。 

２ 当期の市場リスク相当額の月末平均額は2億49百万円、月末最大額は2億80百万円、取引先リスク相当額の月

末平均額は6億85百万円、月末最大額は10億22百万円であります。 

  

第49期
(平成18年３月31日現在)

第50期 
(平成19年３月31日現在)

基本的項目 資本合計(百万円) (A) 26,599 23,825

補完的項目

評価差額金(評価益)等(百万円) 230 ―

証券取引責任準備金(百万円) 423 450

一般貸倒引当金(百万円) 123 70

劣後特約付借入金(百万円) ― ―

計(百万円) (B) 777 521

控除資産(百万円) (C) 19,577 16,799

固定化されていない自己資本の額(百万円) 
(A)＋(B)－(C)

(D) 7,799 7,546

リスク相当額

市場リスク相当額(百万円) 275 212

取引先リスク相当額(百万円) 1,037 634

基礎的リスク相当額(百万円) 922 1,066

計(百万円) (E) 2,236 1,914

自己資本規制比率(％) (D)/(E)×100 348.6 394.2



④ 有価証券の売買等業務の状況 

(1) 有価証券の売買の状況(証券先物取引等を除く) 

有価証券の売買の状況(証券先物取引等を除く)は、次のとおりであります。 

イ 株券 

  

 
  

ロ 債券 

  

 
  

ハ 受益証券 

  

 
  

ニ その他 

  

 
  

区分

受託 自己

合計(百万円)
金額(百万円) 金額(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

2,317,645 2,712,758 5,030,403

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

1,603,810 2,873,829 4,477,639

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

71 1,333 1,404

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

433 331 764

区分 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

7,524 23,190 30,715

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

15,346 27,598 42,944

区分
新株引受権証書 

(新株引受権証券を含む) 
(百万円)

外国新株
引受権証券 
(百万円)

コマーシャル
・ペーパー 
(百万円)

外国証書
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

― ― ― ― ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

― ― ― ― ― ―



(受託取引の状況)上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。 

  

 
  

(2) 証券先物取引等の状況 

最近２事業年度における証券先物取引等の状況は次のとおりであります。 

イ 株式に係る取引 

  

 
  

ロ 債券に係る取引 

  

 
  

区分
新株引受権証書 

(新株引受権証券を含む) 
(百万円)

外国新株
引受権証券 
(百万円)

コマーシャル
・ペーパー 
(百万円)

外国証書
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

― ― ― ― ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

― ― ― ― ― ―

区分

先物取引 オプション取引

合計(百万円)
受託(百万円) 自己(百万円) 受託(百万円) 自己(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

47,601 397 732 2 48,734

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

261,803 ― 680 ― 262,483

区分

先物取引 オプション取引

合計(百万円)
受託(百万円) 自己(百万円) 受託(百万円) 自己(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

― ― ― ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

― ― ― ― ―



⑤ 有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出しまたは私募の取扱い業務の状況 

最近２事業年度における有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出しまたは私募の取扱い業務

の状況は次のとおりであります。 

(1) 株券 

  

 
  

(2) 債券 

  

 
  

期別 種類

引受高 売出高 募集の取扱高 売出しの取扱高 私募の取扱高

株数
(千株)

金額 
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額
(百万円)

株数
(千株)

金額 
(百万円)

株数 
(千株)

金額
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

内国株券 564 5,007 564 5,007 ― ― 333 1,923 ― ―

外国株券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

内国株券 13 1,875 13 1,875 ― ― ― ― ― ―

外国株券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

国債 1,023 ― 1,098 ― ―

地方債 ― ― 300 ― ―

特殊債 ― ― ― ― ―

社債 ― ― 75 ― ―

外国債券 ― ― ― ― ―

合計 1,023 ― 1,473 ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

国債 ― ― 135 ― ―

地方債 ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ―

社債 266 266 ― ― ―

外国債券 ― ― ― ― ―

合計 266 266 135 ― ―



(3) 受益証券 

  

 
  

(4) その他 

  

 
  

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

株式投信

 単位型 ― ― ― ― ―

 追加型 ― ― ― 482 ―

公社債投信

 単位型 ― ― ― ― ―

 追加型 ― ― ― 1,498 ―

外国投信 ― ― 4,829 ― 1,103

合計 ― ― 4,829 1,980 1,103

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

株式投信 ─ ─ ─ ─ ─

 単位型 ─ ─ ─ ─ ─

 追加型 ─ ─ ─ 1,163 ─

公社債投信 ─ ─ ─ ─ ─

 単位型 ─ ─ ─ ─ ─

 追加型 ─ ─ ─ 271 ─

外国投信 ─ ─ 110 ─ 2,691

合計 ─ ─ 110 1,434 2,691

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

コマーシャ 
ル・ペーパ 
ー

― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

コマーシャ 
ル・ペーパ 
ー

― ― ― ― ―

外国証書 ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ―



⑥ その他の業務の状況 

最近２事業年度末におけるその他の業務の状況は、次のとおりであります。 

(1) 公社債元利金支払の代理業務 

  

 
  

(2) 証券投資信託受益証券の収益金、償還金および一部解約金支払の代理業務 

  

 
  

(3) 有価証券の貸借およびこれに伴う業務 

  

 
  

(4) 有価証券の保護預り業務 

  

区分 元金支払取扱額(百万円) 合計(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

417 417

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

42 42

区分 収益分配金・償還金および一部解約金支払の取扱額(百万円)

第49期
(自 17年４月
至 18年３月)

3,356

第50期
(自 18年４月
至 19年３月)

3,698

区分

顧客の委託に基づいて行った融資額と
これにより顧客が買付けている株数

顧客の委託に基づいて行った貸株と 
これにより顧客が売付けている代金

株数(千株) 金額(百万円) 株数(千株) 金額(百万円)

第49期(平成18年３月末) 52,381 47,096 2,581 2,810

第50期(平成19年３月末) 35,575 28,685 2,233 2,164

期別 区分
株券
(千株)

債券 
(百万円)

受益証券 その他

第49期 
(平成18年３月末)

内国 
有価証券

230,819 2,983

株式
単位型 ─百万円 新株引受権証券 

(新株引受権証書 
を含む)

─千ワラント
追加型 1,341百万円

公社債
単位型 ─百万円

コマーシャル・ペ 
ーパー

─百万円

追加型 6百万円

外国 
有価証券

10,055 15 8,181百万円

新株引受権証券 
(新株引受権証書 
を含む)

─千ワラント

外国証書 ─百万円

第50期 
(平成19年３月末)

内国 
有価証券

206,119 2,790

株式
単位型 ─百万円 新株引受権証券 

(新株引受権証書 
を含む)

─千ワラント
追加型 3,317百万円

公社債
単位型 ─百万円

コマーシャル・ペ 
ーパー

─百万円

追加型 6百万円

外国 
有価証券

14,943 15 7,510百万円

新株引受権証券 
(新株引受権証書 
を含む)

─千ワラント

外国証書 ─百万円



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)ならびに同規則第46条及び第69条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府

令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32号)及び「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会

理事会決議)に準拠して作成しております。 

   なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第59号)」以下「財務

諸表等規則」という。)ならびに同規則第２条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府

令・大蔵省令第32号)及び「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠し

て作成しております。 

   なお、第49期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第50期(平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表ならびに第49期(平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで)及び第50期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査

法人により監査を受けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ＊３ 19,559 14,074

 ２ 預託金 33,550 24,099

  (1) 顧客分別金信託 33,533 24,066

  (2) その他の預託金 17 33

 ３ トレーディング商品 1,863 1,540

  (1) 商品有価証券等 ＊３ 1,863 1,540

 ４ 銀行業務有価証券 ＊４ 2,350 2,933

 ５ 約定見返勘定 ― 12

 ６ 信用取引資産 60,284 36,016

  (1) 信用取引貸付金 58,739 35,039

  (2) 信用取引借証券担保金 1,545 977

 7 銀行業務貸付金 ＊５ 13,392 25,321

 8 商品業務有価証券 364 360

 9 商品業務短期差入保証金 5,609 5,213

 10 商品業務委託者先物取引 
   差金

1,263 611

 11 繰延税金資産 350 ─

 12 その他の流動資産 3,060 1,557

   貸倒引当金 △ 1,145 △724

  流動資産合計 140,503 87.8 111,018 84.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ＊２ 1,306 1,737

  (2) 器具備品・運搬具 ＊２ 690 972

  (3) 土地 986 735

  (4) 建設仮勘定 ― 15

   有形固定資産合計 2,983 1.9 3,461 2.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 1,035 946

  (2) その他の無形固定資産 183 26

   無形固定資産合計 1,219 0.8 972 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ＊３ 7,553 5,774

  (2) 関係会社株式 ＊１ 5,108 7,187

  (3) その他の関係会社 
    有価証券

＊１ ― 98

  (4) 長期差入保証金 1,533 1,229

  (5) 破産更生債権に準ずる 
    債権

314 573

  (6) 繰延税金資産 509 ─

  (7) その他の投資等 675 1,033

    貸倒引当金 △ 350 △655

   投資その他の資産合計 15,344 9.6 15,241 11.7

  固定資産合計 19,547 12.2 19,676 15.1

  資産合計 160,051 100.0 130,694 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 1 約定見返勘定 316 ─

 2 信用取引負債 54,411 30,739

  (1) 信用取引借入金 ＊３ 51,178 28,410

  (2) 信用取引貸証券受入金 3,232 2,328

 3 預り金 17,930 13,041

  (1) 顧客からの預り金 17,187 12,750

  (2) その他の預り金 742 291

 4 受入保証金 15,081 10,036

  (1) 信用取引受入保証金 14,013 8,956

  (2) 先物取引受入証拠金 363 371

  (3) その他の受入保証金 705 708

 5 銀行業務における 
   顧客預金

＊６ 17,052 28,787

 6 銀行業務における 
   政府からの預金

756 1,456

 7 短期借入金 ＊３ 2,186 5,268

 8 商品業務預り証拠金 8,102 5,020

 9 未払法人税等 1,210 195

 10 賞与引当金 276 161

 11 訴訟等損失引当金 468 300

 12 繰延税金負債 385 ─

 13 その他の流動負債 1,801 1,428

  流動負債合計 119,980 75.0 96,436 73.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 300 ─

 2 長期借入金 21 83

 3 繰延税金負債 213 0

 4 連結調整勘定 396 ―

 5 負ののれん ＊11 ― 1,495

 6 退職給付引当金 610 317

 7 その他の固定負債 190 149

  固定負債合計 1,732 1.1 2,046 1.6



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅲ 特別法上の準備金

 １ 証券取引責任準備金 ＊８ 467 499

 ２ 商品取引責任準備金 ＊８ 130 289

  特別法上の準備金計 597 0.4 788 0.6

  負債合計 122,311 76.4 99,271 76.0

(少数株主持分)

 少数株主持分 8,590 5.4 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ＊９ 12,223 7.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 11,057 6.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 5,087 3.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 745 0.5 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 36 0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ＊10 △ 1 △ 0.0 ― ―

  資本合計 29,149 18.2 ― ―

  負債、少数株主持分及び 
  資本合計

160,051 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 1 資本金 ― ― 12,223 9.3

 2 資本剰余金 ― ― 11,057 8.5

 3 利益剰余金 ― ― 2,816 2.2

 4 自己株式 ― ― △1,255 △1.0

  株主資本合計 ― ― 24,841 19.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 1 その他有価証券評価 
   差額金

― ― △446 △0.3

 2 固定資産再評価差額金 ― ― 82 0.0

 3 為替換算調整勘定 ― ― 108 0.1

  評価・換算差額等合計 ― ― △256 △0.2

Ⅲ 新株予約権 ― ― 8 0.0

Ⅳ 少数株主持分 ― ― 6,829 5.2

  純資産合計 ― ― 31,423 24.0

  負債純資産合計 ― ― 130,694 100.0



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

 (自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
 (自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 証券業務受入手数料 5,825 3,323

  (1) 委託手数料 4,573 2,539

  (2) 引受・売出手数料 290 179

  (3) 募集・売出しの 
    取扱手数料

216 133

  (4) その他の受入手数料 745 471

 ２ 商品業務受入手数料 10,275 4,627

 ３ トレーディング損益 ＊３ 2,210 116

 ４ 証券業務金融収益 ＊１ 1,154 1,030

 ５ 銀行業務収益 ＊２ 3,685 5,970

 ６ 売上高 500 191

  営業収益計 23,650 100.0 15,260 100.0

Ⅱ 証券業務金融費用 ＊４ 402 1.7 393 2.6

Ⅲ 銀行業務金融費用 1,536 6.5 2,213 14.5

Ⅳ 売上原価 165 0.7 59 0.4

  純営業収益 21,546 91.1 12,594 82.5

Ⅴ 販売費及び一般管理費

 １ 取引関係費 ＊５ 2,750 2,256

 ２ 人件費 ＊６ 9,750 7,216

 ３ 不動産関係費 ＊７ 1,507 1,372

 ４ 事務費 ＊８ 1,006 1,271

 ５ 減価償却費 429 580

 ６ 租税公課 250 152

 ７ 連結調整勘定償却額 46 ―

 ８ のれん償却額 ― 48

 ９ 訴訟等損失引当金繰入 468 300

 １０商品取引事故損失 636 761

 １１貸倒引当金繰入 592 132

 １２その他 952 768

  販売費及び一般管理費計 18,391 77.8 14,860 97.3

  営業利益又は営業損失(△) 3,155 13.3 △2,266 △14.8

Ⅵ 営業外収益

 １ 不動産賃貸料 58 49

 ２ 受取配当金等 48 175

 ３ 持分法による投資利益 1,394 1,896

 ４ 連結調整勘定償却額 122 ―

 ５ 負ののれん償却額 ― 249

 ６ その他 146 112

  営業外収益計 1,770 7.5 2,482 16.3

Ⅶ 営業外費用

 １ 不動産賃借料 70 60

 ２ 支払利息 9 5

 ３ 持分法による投資損失 ― 80

 ４ 投資組合損失 ─ 78

 ５ その他 35 59

  営業外費用計 115 0.5 284 1.9

  経常利益又は経常損失(△) 4,810 20.3 △68 △0.4



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅷ 特別利益

 1 投資有価証券売却益 869 34

 2 関係会社株式売却益 ― 170

 3 持分変動利益 4 8

 4 商品取引責任準備金戻入 361 ―

 5 退職給付制度一部終了益 ― 305

 6 貸倒引当金戻入 ― 46

 7 賞与引当金戻入 ― 80

 8 固定資産売却益 ※9 ― 69

 9 その他の特別利益 0 ─

  特別利益計 1,235 5.2 715 4.7

Ⅸ 特別損失

 1 固定資産除却損 ＊10 14 149

 2 証券取引責任準備金繰入 121 31

 3 投資有価証券売却損 2 31

 4 減損損失 ＊11 41 191

 5 商品取引事故損失 385 ―

 6 投資有価証券評価損 450 79

 7 システム障害損 186 ―

 8 商品取引責任準備金繰入 ― 158

 9 証券取引事故損失 ― 334

  10 業再構築費用 ― 391

  11 過怠金 ― 40

  12 その他の特別損失 ― 57

  特別損失計 1,202 5.1 1,465 9.6

  税金等調整前当期純利益又 
  は税金等調整前当期純損失 
  (△)

4,844 20.5 △818 △5.3

  法人税、住民税及び事業税 1,401 551

  過年度法人税等 ― 108

  法人税等調整額 133 1,535 6.5 846 1,506 9.9

  少数株主利益又は少数株主  
    損失(△)

331 1.4 △675 △4.4

  当期純利益又は当期純損  
    失(△)

2,978 12.6 △1,648 △10.8



③【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,333

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株の 
   発行

4,724 4,724

Ⅲ 資本剰余金期末残高 11,057

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,408

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 2,978 2,978

Ⅲ 利益剰余金減少高

     配当金 298 298

Ⅳ 利益剰余金期末残高 5,087



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,223 11,057 5,087 △1 28,367

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △614 △614

 利益処分による役員賞与 △1 △1

 当期純損失 △1,648 △1,648

 自己株式の取得 △1,252 △1,252

 連結子会社増加に伴う増減高 △13 △13

 持分法適用会社の増加 
 に伴う自己株式の増加

△2 △2

 固定資産再評価差額金の取崩 6 6

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △2,271 △1,254 △3,526

平成19年３月31日残高(百万円) 12,223 11,057 2,816 △1,255 24,841

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

固定資産再評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 745 ─ 36 782 ─ 8,590 37,740

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注） △614

 利益処分による役員賞与 △1

 当期純損失 △1,648

 自己株式の取得 △1,252

 連結子会社増加に伴う増減高 △13

 持分法適用会社の増加 
 に伴う自己株式の増加

△2

 固定資産再評価差額金の取崩 6

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1,192 82 71 △1,038 8 △1,760 △2,791

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,192 82 71 △1,038 8 △1,760 △6,317

平成19年３月31日残高(百万円) △446 82 108 △256 8 6,829 31,423



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益又は税金等調整  
      前当期純損失(△)

4,844 △818

   減価償却費 429 574

   減損損失 41 191

   連結調整勘定償却額 △ 76 ─

   のれん償却額 ─ △201

   持分法による投資損益 △ 1,394 △1,815

   貸倒引当金の増減額 533 △143

   退職給付引当金の増減額 31 △293

   役員退職慰労引当金増減額 △ 395 ─

   証券取引責任準備金増減額 121 31

   受取利息及び受取配当金 △ 988 △940

   支払利息 332 296

   投資有価証券評価損 450 79

   投資有価証券売却益 △ 866 △3

   関係会社株式売却益 ─ △170

   固定資産除却損 14 80

   その他の預託金の増減額 △0 △16

   トレーディング商品の増減額 △ 1,467 327

   預り金の増減額 △ 16,596 △8,053

   受入保証金の増減額 6,485 △5,045

   信用取引資産の増減額 △ 18,296 24,268

   信用取引負債の増減額 20,299 △23,671

   短期差入保証金の増減額 △ 2,604 674

   顧客分別金の増減額 5,919 9,746

   銀行業務有価証券の増減額 1,173 △433

   銀行業務貸付金の増減額 △ 5,067 △10,770

   銀行業務顧客預金の増減額 4,797 10,381

   銀行業務政府預金の増減額 86 634

   商品取引責任準備金の増減額 △ 361 158

   商品取引責任準備預託金の増減額 265 ─

   委託者先物取引差金の増減額 2,632 652

   委託者未払金の増減額 △ 382 ─

   委託者未収金の増減額 4,428 346

   その他 342 △613

    小計 4,731 △4,547

   利息及び配当金の受取額 920 1,245

   利息の支払額 △ 329 △292

   法人税等の支払額又は還付額 396 △1,432

  営業活動によるキャッシュ・フロー 5,719 △5,026



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産等の取得による支出 △329 △1,225

   有形固定資産等の売却による収入 56 390

   無形固定資産の取得による支出 △1,000 △163

   投資有価証券の取得による支出 △4,491 △424

   投資有価証券の売却・償還による収入 1,017 771

   連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式取得による収入

※３ 1,269 ─

   連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式売却による収入

※４ ─ 9

   連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式取得による支出

※２ △1,181 ─

   子会社株式取得による支出 ─ △1,026

   子会社株式売却による収入 ─ 49

   関連会社株式取得による支出 △3,045 △940

   関連会社株式売却による収入 ─ 478

   貸付金による支出 △2 △33

   貸付金回収による収入 10 2

   定期預金の純増減額 △2,130 5,880

   商品ファンド解約による収入 ─ 274

   その他 △29 41

  投資活動によるキャッシュ・フロー △9,856 4,084

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 1,108 3,083

   長期借入金の返済による支出 0 ─

   株式の発行による収入 9,449 ─

   少数株主からの払込による収入 422 298

   配当金の支払額 △298 △614

   少数株主に対する配当金の支払額 △242 △33

   社債の償還による支出 △200 ─

   自己株式取得による支出 ─ △1,254

   少数株主に対する返戻額 ─ △412

   その他 △0 ─

  財務活動によるキャッシュ・フロー 10,237 1,067

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 326 268

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 6,426 394

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,040 12,466

Ⅶ 連結追加に伴う現金及び現金同等物の増加  
    額

─ 95

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ＊1 12,466 12,861



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数  １１社 

連結子会社の名称

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １３社 

連結子会社の名称

株式会社エイチ・エスインベストメント 

ハーン銀行(AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA) 

日本エムアンドエイマネジメント株式会社 

２１世紀アセットマネジメント株式会社 

エイチ エス損害保険プランニング株式会社 

オリエント貿易株式会社 

オリエント証券株式会社 

オリエント アセット マネジメントＬＬＣ 

HSIPO投資事業有限責任組合 

HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合 

JHK パートナー ファンド 

 エイチエス損害保険プランニング(株）、HIS-HS九州

産交投資事業組合、JHKパートナー ファンドにつきま

しては新たに設立したことにより、オリエント貿易

(株）については、株式を取得したことにより、オリエ

ント証券(株）、オリエント アセット マネジメント

LLCにつきましては、オリエント貿易(株）の株式取得に

伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

エイチ・エス証券分割準備株式会社 

エイチ・エス債権回収株式会社 

株式会社エイチ・エスインベストメント 

ハーン銀行(Khan Bank LLC) 

日本エムアンドエイマネジメント株式会社 

エイチ エス損害保険プランニング株式会社 

オリエント貿易株式会社 

オリエント証券株式会社 

オリエント アセット マネジメントLLC 

HSIPO投資事業有限責任組合 

HSI-HS九州産交投資事業有限責任組合 

JHK パートナー ファンド 

HSI-VLOH投資事業組合 

 エイチ・エス証券分割準備会社及びエイチ・エス債権

回収株式会社につきましては新たに設立したことによ

り、またHSI-VLOH投資事業組合につきましては追加投資

により重要性が増加したことにより当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

 また21世紀アセットマネジメント（株）は当社保有全

株式を譲渡したため当連結会計年度より連結の範囲から

除外しております。

（２）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社(2社） 

OFGP Limited 

日本交通観光株式会社 

(連結の範囲から除いた理由） 

OFGP Limitedは、小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益、及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響をおよぼさないためであります。 

日本交通観光株式会社は保有が短期間であることが確実

であるためです。（６月３０日売却）

(２）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社(17社） 

JBC投資事業組合  

エイチ・エス・アイ投資事業組合 

HSI-PE1号投資事業組合 

HSI-PE2号投資事業組合 

HSI-PE3号投資事業組合 

HSI-PE4号A投資事業組合 

HSI-PE4号B投資事業組合 

HSI-PE5号投資事業組合 

JMAM 1号投資事業組合 

JMAMPE1号投資事業組合 

JMAM夢楽章2章投資事業組合 

JMAM Value Driver投資事業組合 

JMAM ValueDriver2号投資事業組合 

JHK Partner Fund Ⅱ 

会津屋ファンド 

OFPG Limited 

OFGP2 Limited 

（連結の範囲から除いた理由） 

上記非連結子会社は小規模であり、いずれも合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響をおよぼ

していないためであります。



  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社     ５社 

関連会社の名称 

株式会社パワーインベストメント 

パワーアセットマネジメントリミテッド 

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社 

株式会社外為どっとコム 

九州産業交通株式会社 

 ストラテジックキャピタルパートナーズ(株）、九州

産業交通(株）につきましては株式の取得により、また

(株）外為どっとコムにつきましてはオリエント貿易

(株）の株式の取得に伴い当連結会計年度より持分法適

用の範囲に含めております。

２ 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社 ５社 

関連会社の名称 

パワーアセットマネジメントリミテッド 

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社 

株式会社外為どっとコム 

九州産業交通ホールディングス株式会社 

株式会社バリュークリエーション 

（株）バリュークリエーションにつきましては株式取得

により当連結会計年度より持分法適用範囲に含めてお

り、（株）パワーインベストメントは当社保有全株式を

譲渡したため当連結会計年度より持分法適用範囲から除

外しております。

（２）持分法を適用していない非連結子会社の名称 

OFGP Limited 

日本交通観光株式会社 

(持分法を適用しない理由） 

OFGP Limited持分法非適用会社は、それぞれ連結純利益

及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないからであります。 

日本交通観光株式会社は保有が短期間であることが確実

であるためです。

（２）持分法を適用していない非連結子会社の名称（17

社）  

JBC投資事業組合 

エイチ・エス・アイ投資事業組合 

HSI-PE1号投資事業組合 

HSI-PE2号投資事業組合 

HSI-PE3号投資事業組合 

HSI-PE4号A投資事業組合 

HSI-PE4号B投資事業組合 

HSI-PE5号投資事業組合 

JMAM1号投資事業組合 

JMAMPE1号投資事業組合 

JMAM夢楽章2章投資事業組合 

JMAM Value Driver投資事業組合 

JMAMValue Driver2号投資事業組合 

JHK Partner FundⅡ 

会津屋ファンド 

OFGP Limited 

OFGP2 Limited 

（持分法を適用しない理由） 

上記の持分法非適用子会社はそれぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため持分法の適用から除外しています。

(３）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

（３）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ハーン銀行(AGRICULTURAL BANK OF 

MONGOLIA),オリエント アセット マネジメントLLC,HS-

IPO投資事業有限責任組合,HIS-HS九州産交投資事業有限

責任組合,の決算日は、12月31日であります。JHKパート

ナー ファンドの決算日は、2月28日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。また、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ハーン銀行（Khan Bank LLC)オリエ

ント アセット マネジメントLLC,HS-IPO投資事業有限責

任組合,HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合の決算日

は12月31日であります。HSI-VLOH投資事業組合の決算日

は1月31日であります。JHKパートナーファンドの決算日

は2月28日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。また、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。         

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

イ  トレーディングに関する有価証券等 

 商品有価証券等(売買目的有価証券)及び、デリバティ

ブ取引等については、時価法(売却原価は移動平均法に

より算出)を採用しております。

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

イ  トレーディングに関する有価証券等 

           同左

ロ  トレーディング関連以外の有価証券等 ロ  トレーディング関連以外の有価証券等

① 満期保有目的の債券

   償却原価法を採用しております。

① 満期保有目的の債券

同左

② その他有価証券

時価のある有価証券については、決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額については全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用

し、時価のない有価証券については、移動平均法による

原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組

合およびそれに類する組合への出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

② その他有価証券

時価のある有価証券については、決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額については全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用

し、時価のない有価証券については、移動平均法による

原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組

合およびそれに類する組合への出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   固定資産の減価償却の方法   

①  有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なおオリエント貿易株式会社及びオリエント証券株式会 

社は定率法を採用しております。 

ただし、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券株

式会社は、平成10年4月1日以降取得した建物(建物付属 

設備を除く)については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物   9～50年 

 器具備品 3～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   固定資産の減価償却の方法  

①  有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なおオリエント貿易株式会社及びオリエント証券株式会 

社は定率法を採用しております。 

ただし、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券株

式会社は、平成10年4月1日以降取得した建物(建物付属

設備を除く)については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   3～50年 

 器具備品・運搬具   3～20年

②  無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づいております。

②  無形固定資産

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法    

新株発行費 

支払時に全額費用処理しております。

                        ─



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準 

   引当金及び準備金の計上基準 

①  貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

なお、在外子会社(ハーン銀行；AGLICULTURAL BANK OF 

MONGOLIA)は、モンゴル中央銀行の規程に従い、貸付債

権について返済期限が経過したものは、合理的基準に基

づき引当金計上をしております。

(4) 重要な引当金の計上基準 

   引当金及び準備金の計上基準 

①  貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

なお、在外子会社(ハーン銀行；Khan Bank LLC)は、モ

ンゴル中央銀行の規程に従い、貸付債権について返済期

限が経過したものは、合理的基準に基づき引当金計上を

しております。

②  賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計

算方法による支給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。

②  賞与引当金

 同左

③  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、各社の退職金規定に基

づく当連結会計期間年度末要支給額を計上しておりま

す。なお、オリエント貿易(株）におきましては、従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、当連結

会計期間末に発生していると認められる額を計上してお

ります。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

③  退職給付引当金   

                同左

④  証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条及

び「証券会社に関する内閣府令第35条に定めるところに

より算出した額を計上しております。

④  証券取引責任準備金  

                 同左

⑤  商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所

法第221条の規定に基づき、同施行規則に定める額を計

上しております。

⑤  商品取引責任準備金  

                 同左

⑥ 訴訟等損失引当金

商品先物取引事故に備えるため、過去の実績率をもって

損失見込額から商品取引責任準備金の当連結会計年度末

残高を控除した額を計上しております。

⑥ 訴訟等損失引当金 

            同左

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算  

  の基準 

在外子会社等の資産及び負債は、当子会社の決算日の為

替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算  

  の基準 

在外子会社等の資産及び負債は、当核子会社の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上

しております。

(6) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(6) 重要なリース取引の処理方法 

                        同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

 1  ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場

合には特例処理を採用しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

 1  ヘッジ会計の方法 

                       同左

 2  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金

 2  ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 3  ヘッジ方針

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。

 3  ヘッジ方針

同左

 4  ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。

 4  ヘッジ有効性評価の方法

同左

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。 

また固定資産に係る控除対象外消費税は「その他投資

等」に計上し、法人税法に規定する期間(５年)で償却し

ております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

                       同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

             同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を

行っております。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。

            ─

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資からなっております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

            同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」企業会計審議会 平成14年８月９日)及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員
会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適
用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利益が41百万円減少し
ております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務
諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお
ります。 
           ─

            ─ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(連結貸借対照表の「純資産の部」の表示に関する会計

基準等) 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)

を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、24,585

百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結貸借対照表) 

連結子会社が増加し、資産の総額が著しく増加したこと

に伴い、相対的に重要性が低下した下記の項目につい

て、表示の集約を行っております。 

①現金及び預金 

 前連結会計年度は内訳科目として「証券業務現金及び

預金」（当連結会計年度 4,855百万円）、「銀行業務現

金及び預金」 (同 709百万円)、「銀行業務その他金融

機関への預金」 (同 3,041百万)、「その他」 (同

3,588百万円)を表示しておりましたが、当連結会計年度

は合計額のみを記載しております。また、当該合計額に

は、当連結会計年度より「商品業務現金及び預金」（当

連結会計年度 7,364百万円）が含められております。 

②商品有価証券等 

 前連結会計年度は内訳科目として、「株券」(当連結会

計年度 1,774百万円)、「国債」(同 0百万円)、「地方

債」(同 2百万円)、「その他」(同 86百万円）を表示

しておりましたが、当連結会計年度は合計額のみを記載

しております。 

③短期借入金 

 前連結会計年度は内訳科目として、「証券業務借入

金」(当連結会計年度 1,530百万円)、「銀行業務借入

金」(同 226百万円)、「その他」(同 430百万円)を表

示しておりましたが、当連結会計年度は合計額のみを記

載しております。 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度においては、「受入手数料」として表

示しておりました証券業に係る受入手数料については、

商品先物業に係る受入手数料との混同を避けるため、当

連結会計年度より「証券業務受入手数料」として表示し

ております。

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度において、資産の部の「連結調整勘

定」、「営業権」、負債の部の「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん」、「負ののれん」と表示しております。 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん

償却額」、「負ののれんの償却額」と表示しておりま

す。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「連結調整勘定償却額」として掲記されていた

ものは、当連結会計年度から「のれん償却額」と表示し

ております。 

前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれておりました自己株式取得

による支出は、重要性が増したため、当連結会計年度に

おいて区分掲記することに変更しました。なお、前連結

会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含まれておりました「自己株式取得による支出」

は、0百万円であります。

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

当連結会計期間に商品先物取引事故が多額に発生したこ

とから商品取引所法第221条の規定に基つき積み立ててい

た商品取引責任準備金残高が減少したため、会計上の所

要額を新たに訴訟等損失引当金として計上することとい

たしました。 

これにより営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利

益が各468百万円減少しております。

            ─



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

＊１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

関係会社株式 5,108百万円

その他の関係会社 ─百万円

＊１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

関係会社株式 7,187百万円

その他の関係会社 98百万円

＊２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物及び構築物 870百万円

器具備品・運搬具 736

計 1,607

＊２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物及び構築物 794百万円

器具備品・運搬具 757

計 1,552

＊３ 担保に供されている資産は、別表記載のとおりで

あります。

＊３ 担保に供されている資産は、別表記載のとおりで

あります。

＊４ 銀行業務有価証券の内訳は次のとおりでありま

す。

モンゴル銀行短期証券等 2,350百万円

＊４ 銀行業務有価証券の内訳は次のとおりでありま

す。

モンゴル銀行短期証券等 2,933百万円

＊５ 銀行業務貸付金の内訳は次のとおりであります。

商工ローン 5,973百万円

個人ローン他 7,419

 計 13,392

＊５ 銀行業務貸付金の内訳は次のとおりであります。

商工ローン 10,438百万円

個人ローン他 14,883

計 25,321

＊６ 銀行業務における顧客預金の内訳は次のとおりで

あります。

当座預金 2,827百万円

普通預金 2,562

定期預金 8,915

その他 2,746

 計 17,052

＊６ 銀行業務における顧客預金の内訳は次のとおりで

あります。

当座預金 4,859百万円

普通預金 6,853

定期預金 15,061

その他 2,013

計 28,787



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 ７ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額は次のとおりであります。

(1) 差入れている有価証券

 ① 信用取引貸証券 3,545百万円

 ② 信用取引借入金の本担保 
   証券

50,855

 ③ 差入保証金代用有価証券 6,475

 ④ 長期差入保証金代用 
   有価証券

20,571

 ⑤ 商品取引証拠金代用 
   有価証券

―

(2) 差入れを受けている有価証券

 ① 信用取引貸付金の本担保 
   証券

57,408百万円

 ② 信用取引借証券 1,528

 ③ 受入証拠金代用有価証券 5

 ④ 受入保証金代用有価証券 55,936

 ⑤ その他担保として受け入
れた有価証券で自由処分
権の付されたもの

1

 ７ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額は次のとおりであります。

(1) 差入れている有価証券

① 信用取引貸証券 2,515百万円

② 信用取引借入金の本担保
   証券

28,081

③ 差入保証金代用有価証券 11,873

④ 長期差入保証金代用
   有価証券

─

⑤ 商品取引証拠金代用
   有価証券

─

⑥ その他担保として差入れ
   た有価証券

3,067

(2) 差入れを受けている有価証券

① 信用取引貸付金の本担保
   証券

33,446百万円

② 信用取引借証券 971

③ 受入証拠金代用有価証券 ─

④ 受入保証金代用有価証券 27,927

⑤ 消費貸借契約により借入
   れた有価証券

1,616

⑥ その他担保として受け入
れた有価証券で自由処分
権の付されたもの

45

＊８ 証券取引法及び商品取引所法の規定に基づく準備

金を計上しております。準備金の計上を規定した

法令の条項は次のとおりであります。 

・証券取引責任準備金・・・・証券取引法第51条 

・商品取引責任準備金・・ 商品取引所法第221条

＊８ 証券取引法及び商品取引所法の規定に基づく準備

金を計上しております。準備金の計上を規定した

法令の条項は次のとおりであります。 

・証券取引責任準備金・・・・証券取引法第51条 

・商品取引責任準備金・・ 商品取引所法第221条

＊９ 当社の発行済株式総数は、普通株式40,953,500株

であります。

               ─

＊10 連結会社及び持分法適用会社の保有する自己株式

の数は、普通株式2,275 株であります。

              ─

                      ─ ＊11  のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の表示は次のとおりであります。   

負ののれん 1,544百万円

のれん 49

差引 1,495



別表 担保に供されている資産 

第49期(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 担保に供している資産は、期末時価で計上しております。 

２ その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券および信用取引の自己融資見返り株券を担保として差し

入れたものであります。 

３ その他金融機関に差し入れている預金1,850百万円及び有価証券690百万円があります。 

  

第50期(平成19年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 担保に供している資産は、期末時価で計上しております。 

２ その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券および信用取引の自己融資見返り株券を担保として差し

入れたものであります。 

３ その他金融機関に差し入れている有価証券331百万円があります。 

  

項目
被担保債務 
残高(百万円)

現金及び預金
(百万円)

商品有価証券
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

その他 
(百万円)

計(百万円)

 短期借入金 2,186 3,330 660 447 
 

837 5,274

信用取引借入金 51,178 ― ― ― 27,653 27,653

計 53,365 3,330 660 447 28,490 32,927

項目
被担保債務 
残高(百万円)

現金及び預金
(百万円)

商品有価証券
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

その他 
(百万円)

計(百万円)

 短期借入金 2,700 1,700 1,428 198 142 3,469

信用取引借入金 22,107 ─ ─ ─ 9,625 9,625

計 24,807 1,700 1,428 198 9,767 13,094



(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

＊１ 証券業務金融収益の内訳

信用取引受取利息・品貸料 1,093百万円

受取配当金 21

受取債券利子 0

受取利息 7

その他 33

 計 1,154

＊１ 証券業務金融収益の内訳

信用取引受取利息・品貸料 931百万円

受取配当金 16

受取債券利子 0

受取利息 44

その他 39

計 1,030

＊２ 銀行業務収益の内訳

貸出金等利息 3,110百万円

役務取引等収益 535

その他 39

 計 3,685

＊２ 銀行業務収益の内訳

貸出金等利息 5,442百万円

役務取引等収益 475

その他 52

計 5,970

 

＊３ トレーディング損益の内訳

トレーディング損益

(株券等) 1,981百万円

(債券等) △3

(受益証券) 3

(その他) 228

 計 2,210

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損

益を含んでおります。

 

＊３ トレーディング損益の内訳

トレーディング損益

(株券等) 317百万円

(債券等) 0

(受益証券) 20

(その他) △221

計 116

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損

益を含んでおります。

＊４ 証券業務金融費用の内訳

信用取引支払利息・品借料 384百万円

支払利息 17

その他 0

 計 402

＊４ 証券業務金融費用の内訳

信用取引支払利息・品借料 350百万円

支払利息 41

その他 0

計 393

＊５ 取引関係費の内訳

支払手数料 255百万円

取引所・協会費 644

通信・運送費 796

旅費・交通費 416

広告宣伝費 584

交際費 51

 計 2,750

＊５ 取引関係費の内訳

支払手数料 132百万円

取引所・協会費 427

通信・運送費 783

旅費・交通費 226

広告宣伝費 662

交際費 25

計 2,256

＊６ 人件費の内訳

報酬・給料 8,075百万円

退職給付費用 350

退職金 18

福利厚生費 845

賞与引当金繰入 460

 計 9,750

＊６ 人件費の内訳

報酬・給料 5,812百万円

退職給付費用 241

退職金 1

福利厚生費 688

賞与引当金繰入 472

計 7,216

＊７ 不動産関係費の内訳

不動産費 1,337百万円

器具・備品費 170

 計 1,507

＊７ 不動産関係費の内訳

不動産費 1,191百万円

器具・備品費 181

計 1,372

＊８ 事務費の内訳

事務委託費 592百万円

事務用品費 413

 計 1,006

＊８ 事務費の内訳

事務委託費 1,101百万円

事務用品費 169

計 1,271



前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

＊９ 固定資産売却益の内訳

器具備品・運搬具 ─百万円

土地 ─

 計 ─

＊９ 固定資産売却益の内訳

器具備品・運搬具 0百万円

土地 69

計 69

＊10  固定資産除却損の内訳

建物 2百万円

器具備品・運搬具 11

ソフトウェア ─

 計 14

＊10 固定資産除却損の内訳

建物 55百万円

器具備品・運搬具 42

ソフトウェア 50

計 149

 

＊11 減損損失
当連結会計年度において、連結子会社であるオリエント
貿易株式会社におきまして、営業キャッシュ・フローの
低下及び継続的な地価の下落により、下記資産グループ
について帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上いたします。

用途 種類 場所
減損損失  
(百万円)

営業用店
舗

建物等
大分県、京
都府、宮城
県

12

賃貸不動
産

土地及び建
物

山梨県 29

遊休不動
産

土地 大分県 0

合計 41

 オリエント貿易株式会社では、営業用店舗につきまし
ては支店毎に継続的な収支の把握を行っていることか
ら、また賃貸不動産及び遊休資産につきましては各資産
を、グルーピングの最小単位としております。また、本
店、研修所、福利厚生施設につきましては、複数のグル
ープのキャッシュ・フローに育成に寄与することから共
有資産としております。なお当資産グループの回収可能
価格は正味売却価格により測定しており、主として固定
資産税評価額に基づき算出しております。

 

＊11 減損損失
当連結会計年度において、連結子会社であるオリエント貿
易株式会社及びオリエント証券株式会社におきまして、営
業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落によ
り、下記資産グループについて帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上い
たしました。

用途 種類 場所
減損損失  
(百万円)

営業用店
舗

建物等
大阪府
愛知県

9

賃貸不動
産

土地及び
建物

福岡県
山梨県

117

電話加入権 東京都 33

ソフトウェ
ア

東京都 31

合計 191

オリエント貿易株式会社では、営業用店舗につきまして
は支店毎に継続的な収支の把握を行っていることから各
支店を、また賃貸不動産及び遊休資産につきましては各
資産をグルーピングの最小単位としております。また、
本社、研修所、福利厚生施設等につきましては複数の資
産グループのキャッシュ・フロー生成に寄与することか
ら共用資産としております。  
オリエント証券株式会社については、１つの資産グルー
プとしております。  
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に
より測定しており、主として固定資産税評価額に基づき
算出しております。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

  (変動事由の概要)  

   増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   (1) 取締役会決議に基づく自社株式買付による増加    1,103,000株 

   (2) 持分法適用会社の増加に伴う自己株式の増加     14,010株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 上記新株予約権は、行使期間の初日が到来しておりません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 40,953,500 ─ ─ 40,953,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,275 1,117,010 ─ 1,119,285

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

Khan Bank LLC 新株予約権 普通株式 ─ ― ─ ─ 8

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月28日 
定時株主総会

普通株式 614 15 平成18年3月31日 平成18年6月28日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 19,559百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △7,093

現金及び現金同等物 12,466

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 14,074百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △1,213

現金及び現金同等物 12,861

※２株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

オリエント貿易株式会社グループ

流動資産 
固定資産 
流動負債 
固定負債 
連結調整勘定 
少数株主持分

35,280百万円
   7,841
△28,871
 △1,711
   △611
 △6,152

株式取得価格 
現金及び現金同等物

5,775百万円
 △4,589

取得のための支出 1,181百万円

                        ─

※３連結の範囲の変更を伴う子会社株式取得による収入

は、エイチ・エス損害保険プランニング株式会社

（連結子会社）設立時の少数株主の出資額 8百万

円、HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合（連結子

会社）設立時の少数株主の出資額は1,020百万円、

JHKパートナーファンド（連結子会社）設立時の少

数株主の出資額241百万円の合計であります。

                        ─

                        ─ ※４株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

21世紀アセットマネジメント株式会社

流動資産
固定資産 
流動負債 
固定負債 
少数株主持分 
株式売却益

539百万円
       39
        4
      ─
     153
     113

株式売却価格
現金及び現金同等物

535百万円
525

差引：売却による収入 9百万円



次へ 

(リース取引関係) 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(器具備品)

取得価額相当額 161百万円

減価償却累計額 
相当額

78

期末残高相当額 82

(ソフトウェア)

取得価額相当額 13百万円

減価償却累計額 
相当額

5

期末残高相当額   7

(合計)

取得価額相当額 174百万円

減価償却累計額 
相当額

83

期末残高相当額 90

(器具備品)

取得価額相当額 148百万円

減価償却累計額
相当額

42

期末残高相当額 105

(ソフトウェア)

取得価額相当額 22百万円

減価償却累計額
相当額

4   

期末残高相当額 17  

(合計)

取得価額相当額 171百万円

減価償却累計額
相当額

47

期末残高相当額 123

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額

一年内 26百万円

一年超 64

合計 91

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額

一年内 48百万円

一年超 78

合計 126

３ 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 29

支払利息相当額 1

３ 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 36

支払利息相当額 2

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法 

                同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

６ （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失   

はありません。

６ （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失   

はありません。



(有価証券関係) 

有価証券 

１ 売買目的有価証券 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) その他有価証券で時価のあるものには、長期差入保証金代用有価証券が含まれております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

当連結会計年度の
損益に含まれた 
評価差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

当連結会計年度の 
損益に含まれた 
評価差額(百万円)

株式 2,138 660 1,845 136

債券 2 0 3 0

受益証券 86 3 52 0

合計 2,227 663 1,901 137

区分 種類

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 2,809 4,287 1,478 78 284 206

債券 ─ ─ ─ 101 101 0

その他 140 141 0 163 165 1

小計 2,950 4,428 1,478 343 550 207

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 ─ ─ ─ 5,494 3,884 △1,609

債券 301 273 △ 28 200 183 △16

その他 455 438 △ 16 235 210 △24

小計 756 711 △ 44 5,929 4,278 △1,651

合計 3,706 5,141 1,434 6,272 4,829 △1,443

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額(百万円) 2,592 771

売却益の合計額(百万円) 869 34

売却損の合計額(百万円) 2 31



次へ 

４ 時価評価されていない有価証券 

  

 
                                         

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的の債券

非上場外国債券         2,350 2,933

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式
 関連会社株式

0
5,108

0
7,187

その他有価証券

非上場株式
非上場国内債券

1,547
54

738
0

 投資事業有限責任組合等に対する
 出資 
 
 その他

880
 
 

20

199
 
 

106

区分

前連結会計年度(平成18年３月31日) 当連結会計年度(平成19年３月31日)

１年以内 
(百万円)

１年超 
５年以内 
(百万円)

５年超
10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内 
(百万円)

５年超 
10年以内 
(百万円)

10年超 
(百万円)

非上場外国債券 
  
非上場国内債券

2,350 
 

─

― 
 

54

─

―

─

―

2,933
 

─

─
 

101

─ 
 

─

─
 

183



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社の行なうトレーディングは、有価証券の売買、その他の取引を公正ならしめ、かつ流通を

円滑ならしめることを目的としております。 

具体的には、顧客のニーズに応えるための取引、市場機能を補完するための取引、リスクヘッ

ジを行なうための取引、及び裁定取引等を行なっております。 

取扱商品は、株式や債券に代表される商品有価証券、株価指数の先物取引やオプション取引と

いった取引所取引の金融派生商品であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社では、トレーディングにおいて派生商品を効率的に活用することにより、収益の確保・顧

客ニーズに対する適応力やトレーディング・ポジションの管理能力を向上させることを目的とし

ております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

トレーディングに伴って発生し、当社の財務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主と

してマーケットリスクと取引先リスクがあげられます。 

マーケットリスクは、株式・金利・為替等の市場価格が変動することによって発生するリスク

であり、取引先リスクは、取引先が契約を履行できなくなる場合に発生するリスクであります。

(4) 取引に係るリスク管理体制 

当社のリスク管理の基本は、財務状況にあわせてリスクを適切にコントロールすることにあり

ます。 

マーケットリスクについては、財務状況にあわせて、取締役会でポジションの総枠を設定し、

これを取引を行なう各部門に対するポジション枠として配分するとともに、各部ごとに運用ルー

ルを定めております。 

取引先リスクについては、相手先を評価し、与信の基本限度枠を設定して取引を管理してお

り、取引開始後の信用低下に対しては、担保の受入れ等の措置を講じております。 

これら運用ルールに基づき、トレーディング部門では、日々取引が実行されポジション損益等

が経営者に毎日報告されております。 

一方、リスク管理チェックは、トレーディング部門から独立したリスク管理部署が行なってお

り、牽制機能が働くような組織体制にしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 株式 

該当事項はありません。 

(2) 債券・金利 

該当事項はありません。 

(3) 通貨 

該当事項はありません。 

  



(4) 商品 

 
（注）商品先物取引については、東京工業品取引所、東京穀物商品取引所等の最終価格であります 

  

区分 種類

前連結会計年度末(平成18年3月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引

商 品 先 物 取 引

農産物市場

売建 2,112 ― 2,167 △54

買建 842 ― 856 14

砂糖市場

売建 8 ― 12 △4

買建 189 ― 197 7

貴金属市場

売建 696 ― 811 △114

買建 1,114 ― 1,164 49

アルミニウム市場

売建 43 ― 53 △10

買建 102 ― 98 △4

石油市場

売建 3,406 ― 3,650 △243

買建 1,993 ― 1,992 △0

ゴム市場

売建 1,011 ― 1,066 △54

買建 1,311 ― 1,296 △14

天然ゴム指数市場

売建 56 ― 61 △4

買建 71 ― 70 △0

合計

売建 7,335 ― 7,822 △486

買建 5,625 ― 5,677 51

差引計 ― ― ― △ 434



前へ   次へ 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社グループは、商品市場に上場されている各種商品の先物取引（商品先物取引及び商品オプ

ション取引）についての「受託業務」の他、「自己売買業務」も行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

自己売買業務は、商品市場のものについては国内の各商品取引所の定める商品毎の建玉制限の

範囲内で慎重に行っております。 

(3) 取引の利用目的 

自己売買業務は、収益獲得を目的としております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している貴金属や農産物を取引の対象とした商品先物取引や商品オプショ

ン取引は、それぞれ商品先物相場における価格変動のリスクを有しております。 

 これらの取引は商品取引所の商品市場において行われているため、契約履行上のリスクは極め

て軽微と判断しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、ディーリング部で行っておりますが、取引に係るリスク管理は、ディー

リング業務運用規程に従って取引高及びリスク管理の運営を行い、これらの損益の状況や建玉状

況は日々担当役員に報告されております。 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的

な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさ

を示すものではありません。 

なお、時価の算定上の基準価格は各商品取引所における最終約定値段に基づいております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

   該当事項はありません。 



(退職給付関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  提出会社は、確定給付型の制度として退職一時金制

度を設けており、また総合設立の日本証券業厚生年金

基金に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  提出会社は、確定給付型の制度として退職一時金制

度を設けており、また総合設立の日本証券業厚生年金

基金に加入しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務
  (期末自己都合要支給額)

127百万円

② 退職給付引当金 127

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務
 (期末自己都合要支給額)

118百万円

② 退職給付引当金 118

３ 退職給付費用に関する事項

 簡便法による退職給付費用 19百万円

３ 退職給付費用に関する事項

簡便法による退職給付費用 14百万円

 

 

※なおオリエント貿易株式会社は、確定給付型の制度と

して適格企業年金制度を採用しております。このほか、

当連結会計年度末現在、複数事業主制度に係る企業年金

制度として、全国商品取引業厚生年金基金(総合設立型)

に加入しております。

・退職給付債務に関する事項    (単位：百万円）

① 退職給付債務 △1,624

② 年金資産 1,185

③ 未積立退職給付債務(①+②) △439

④ 会計基準変更時差異の未処理額 ―

⑤ 未認識数理計算上の差異 △43

⑥ 未認識過去勤務債務 ─

⑦ 退職給付引当金 △483

 (注) 上記のほか、複数事業主制度に係る企業年金の

掛金拠出割合で算定した当社の年金資産額は以下

のとおりであります。

全国商品取引業厚生年金基金    (単位：百万円)

3,460

・退職給付費用の内訳        (単位：千円）

① 勤務費用 304

② 利息費用 30

③ 期待運用収益(減算) △19

④ 過去勤務債務の費用処理額 ―

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 14

⑥ 会計基準変更時差異の処理額 ―
⑦ 退職給付費用 
  (①+②+③+④+⑤+⑥)

330
 

 (注)厚生年金基金への掛金拠出額は(120百万円)

は、「勤務費用」に含めて計上しております。

・退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 割引率                2.0％

② 期待運用収益率            1.75％

③ 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数

平均残存勤務期間内の一定の年数(5年)による定額

法により按分した額を、それぞれの発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。

※なおオリエント貿易株式会社は、確定給付型の制度と

して適格企業年金制度を採用しております。このほか、

当連結会計年度末現在、複数事業主制度に係る企業年金

制度として、全国商品取引業厚生年金基金(総合設立型)

に加入しております。

・退職給付債務に関する事項    (単位：百万円）

 

① 退職給付債務 △805

② 年金資産 713

③ 未積立退職給付債務(①+②) △92

④ 会計基準変更時差異の未処理額 ─

⑤ 未認識数理計算上の差異 △106

⑥ 未認識過去勤務債務 ─

⑦ 退職給付引当金 △199
(注) 上記のほか、複数事業主制度に係る企業年金の

  掛金拠出割合で算定した当社の年金資産額は以下

  のとおりであります。

全国商品取引業厚生年金基金    (単位：百万円)

2,398    

 

・退職給付費用の内訳        (単位：千円）

① 勤務費用 246

② 利息費用 30

③ 期待運用収益(減算) △22

④ 過去勤務債務の費用処理額 ─

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 △27

⑥ 会計基準変更時差異の処理額 ─
⑦ 退職給付費用
  (①+②+③+④+⑤+⑥)

227 
 

(注)厚生年金基金への掛金拠出額は(87百万円)

 は、「勤務費用」に含めて計上しております。

 ・退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 割引率                 2.0％

② 期待運用収益率            1.75％

③ 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数

平均残存勤務期間内の一定の年数(5年)による定額

法により按分した額を、それぞれの発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。



(ストック・オプション関係等) 

当連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
  

② 単価情報 

平成17年７月発行
新株予約権

平成17年９月発行  
新株予約権

決議年月日 平成17年6月24日 平成17年6月24日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員3名及び従業員181名 当社執行役員1名及び従業員5名

株式の種類及び付与数 普通株式        250,000株 普通株式       9,000株 

付与日 平成17年7月21日 平成17年9月20日

権利確定条件

付与日（平成17年7月21日）から
権利確定日（平成20年7月1日） 
まで継続して勤務していること。 
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

付与日（平成17年9月20日）から 
権利確定日（平成20年7月1日） 
まで継続して勤務していること。 
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

対象勤務期間
自平成17年7月21日
至平成20年7月１日

自平成17年9月20日 
至平成20年7月１日

権利行使期間
自平成20年7月１日
至平成25年6月30日

自平成20年7月１日 
至平成25年6月30日

平成17年７月発行
新株予約権

平成17年９月発行  
新株予約権

決議年月日 平成17年6月24日 平成17年6月24日

権利確定前

 期首(株) 236,000 9,000

 付与(株) ─ ─

 失効(株) 57,000 3,000

 権利確定(株) ─ ─

 未確定残(株) 179,000 6,000

権利確定後

 期首(株) ─ ─

 権利確定(株) ─ ─

 権利行使(株) ─ ─

 失効(株) ─ ─

 未行使残(株) ─ ─

平成17年７月発行
新株予約権

平成17年９月発行  
新株予約権

決議年月日 平成17年6月24日 平成17年6月24日

権利行使価格(円) 2,342 2,490

行使時平均株価(円) ─ ─

付与日における公正な 
評価単価（円）

─ ─



前へ 

  (税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

繰越欠損金 322百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 
退職給付引当金 
賞与引当金 
証券取引責任準備金 
商品取引責任準備金 
訴訟等損失引当金 
未払事業税 
投資有価証券（ストック・オプ
ション行使） 
投資有価証券評価損 
その他

211 
247 
110 
190 
52 
189 
100 
114 

 
192 
71

繰延税金資産小計 1,803

評価性引当額 △943

繰延税金資産合計 
流動資産 
固定資産

859 
350 
509

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 598

繰延税金負債合計 
流動負債 
固定負債

598 
385 
213

繰延税金資産の純額 260
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

繰越欠損金 2,080百万円

証券取引責任準備金 203

商品取引責任準備金 116

訴訟等損失引当金 121

退職給付引当金 128

貸倒引当金損金算入限度超過額 168

投資有価証券（ストック・オプ
ション行使）

114

投資有価証券評価損 186

証券事故損失 136

有価証券評価差額金 209

システム障害損否認 75

投資組合損失 61

減損損失 52

その他 168

繰延税金資産小計 3,824

評価性引当額 △3,824

繰延税金資産合計 ─

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

  (調整)

連結調整勘定償却 △1.01

持分法投資損益 △18.57

評価性引当額の影響 3.32

交際費等永久に損金に算入されない項
目

6.47

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△1.16

住民税均等割 1.20

その他 0.80

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.75

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

 (調整)

のれん及び負ののれん償却 8.62

持分法投資損益 77.81

持分変動損益 △0.23

評価性引当額の影響 △296.27

交際費等永久に損金に算入されない項
目

△1.08

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

2.93

住民税均等割 △3.57

過年度法人税等 △11.47

その他 △1.50

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △184.06



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主なサービス 

① 証券関連事業 有価証券及びデリバティブ商品の売買及び委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有

価証券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱、有価証券に関する投資顧問業

務その他の証券業務 

② 銀行関連事業 預金業務、貸付業務他 

 ③ 商品先物関連事業 商品の先物取引、現金決済取引、指数先物取引、オプション取引を行う業務 

④ その他事業  ベンチャーキャピタル業務、M&A業務、投資信託業務 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,555百万円）の主なものは、長期投資資金(投資有価

証券)等であります。 

証券関連事業 
(百万円)

銀行関連事業
(百万円)

商品先物関連
業 

(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業利益

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

8,961 3,685 10,459 544 23,650 ― 23,650

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

12 ― 1 6 21 (21) ―

計 8,974 3,685 10,460 551 23,671 (21) 23,650

営業費用 5,760 3,082 11,022 676 20,542 (47) 20,495

営業利益 3,203 602 △561 △125 3,119 35 3,155

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 105,787 19,852 21,850 9,004 156,495 3,555 160,051

減価償却費 148 85 186 7 428 ― 428

減損損失 ─ ─ 41 ─ 41 ─ 41

資本的支出 914 228 64 121 1,329 ― 1,329



   当連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日）

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主なサービス 

① 証券関連事業 有価証券及びデリバティブ商品の売買及び委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有

価証券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱、有価証券に関する投資顧問業

務その他の証券業務 

② 銀行関連事業 預金業務、貸付業務他 

 ③ 商品先物関連事業 商品の先物取引、現金決済取引、指数先物取引、オプション取引を行う業務 

④ その他事業  ベンチャーキャピタル業務、M&A業務、投資信託業務、債権管理回収業務 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(8,599百万円）の主なものは、長期投資資金(投資有価

証券)等であります。 

証券関連事業 
(百万円)

銀行関連事業
(百万円)

商品先物関連
業 

(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業利益

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

4,695 5,970 4,356 238 15,260 ─ 15,260

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

0 ─ 0 8 8 ( 8) ─

計 4,695 5,970 4,356 246 15,269 ( 8) 15,260

営業費用 5,486 4,314 7,115 664 17,581 (54) 17,526

営業利益又は営業損失
(△)

△791 1,656 △2,758 △418 △2,312 46 △2,266

Ⅱ 資産、減価償却費、減  
  損損失及び資本的支出

資産 83,755 35,286 13,541 6,711 139,294 8,599 130,694

減価償却費 271 149 145 13 579 ─ 579

減損損失 31 ─ 160 ─ 191 ─ 191

資本的支出 159 1,132 53 43 1,389 ─ 1,389



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ：アメリカ合衆国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(7,568百万円)の主なものは、長期投資資金(投資有価証

券)等であります。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ：アメリカ合衆国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(12,604百万円)の主なものは、長期投資資金(投資有価

証券)等であります。 

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

アメリカ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業利益

営業収益

(1) 外部顧客に対する営業収 
  益

19,914 3,685 50 23,650 ― 23,650

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

10 ― △1 8 (8) ―

計 19,925 3,685 48 23,659 (8) 23,650

営業費用 17,379 3,082 55 20,518 23 20,495

営業利益 2,545 602 △6 3,140 14 3,155

Ⅱ 資産 132,477 19,852 537 152,867 7,183 160,051

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

アメリカ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業利益

営業収益

(1) 外部顧客に対する営業収 
  益

9,243 5,970 46 15,260 ─ 15,260

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

8 ─ △0 8 ( 8) ─

計 9,251 5,970 46 15,268 ( 8) 15,260

営業費用 13,204 4,314 62 17,581 54 17,526

営業利益又は営業損失(△) △3,952 1,656 △16 △2,313 46 2,266

Ⅱ 資産 107,637 35,286 375 143,299 12,604 130,694



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ:アメリカ合衆国 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ:アメリカ合衆国 

  

アジア アメリカ 計

海外売上高(百万円) 3,685 48 3,734

連結売上高(百万円) ― ― 23,650

連結売上高に占める海外売上高の割合
(％)

15.6 0.2 15.8

アジア アメリカ 計

海外売上高(百万円) 5,970 46 6,016

連結売上高(百万円) ─ ─ 15,260

連結売上高に占める海外売上高の割合
(％)

39.1 0.3 39.4



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(1) 子会社等 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 投資顧問料については、当社所定の基準に基づき、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 （注） 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

 
  取引条件及び取引条件の決定方針 

1. 建物の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

2. 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

パワーア
セット・
マネジメ
ン ト・リ
ミテッド

バミュ
ーダ 
 

50
投資信託業
務

所有 
間接 
50.0％

兼任
1名

― 投資顧問料 169 未収収益 49

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者

澤田 秀雄
東京都 
渋谷区

―
当社代表取
締役社長

被所有
直接 

25.9％
― ―

有価証券の借入 3,612
短期借入有価
証券

ー

品借料の支払 0未払費用 ー

役員が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社の子
会社

協立ビル
ディング
株式会社

 
東京都 
中央区

10
不動産賃貸
業

― ― ―
店舗等の賃借
料

53 差入保証金 70



当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

(1) 子会社等 

 
(注) オリエント貿易への資金の貸付については、当事業年度中に一括返済を受けております。 

  取引条件及び取引条件の決定方針 

1. 資金の貸付については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は２年～

     ５年、期限一括又は分割返済としております。 

2. 投資顧問料については、当社所定の基準に基づき、一般的取引条件と同様に決定しております。 

3. 上記の取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

 
(注) 協立ビルディング(株)への差入保証金は、当事業年度中に返戻を受けております。 

 取引条件及び取引条件の決定方針 

1. 建物の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

2. 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

(株)エイチ・
エスインベス

トメント

東京都 
新宿区

30
ベンチャー
キャピタル

業務

所有直接
100%

兼任
1名

─ 受取利息 12
短期貸付

金
850

オリエント貿
易(株)

東京都 
新宿区

1,210
商品先物取
引業務

所有直接
70.6%

兼任
1名

─ 受取利息 23
長期貸付

金
─

(注)

関連 
会社

パワーアセ
ット・マネ
ジメント・
リミテッド

バミュ
ーダ 
 

50
投資信託業
務

所有
間接 
50.0％

兼任
1名

― 投資顧問料 51 未収収益 2

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社の子
会社

協立ビルデ
ィング(株)

 
東京都 
中央区

10
不動産賃貸
業

― ― ―
店舗等の賃借
料

50 差入保証金
─

(注)



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

     １ １株当たり純資産額  

 

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目
前連結会計年度

(自  平成17年4月１日
至  平成18年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成18年4月１日
至  平成19年3月31日)

１株当たり純資産額 711円78銭 617円40銭

１株当たり当期純利益又は当期純損
失(△)

77円17銭 △41円 3銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

77円 9銭 ─円─銭

前連結会計年度
(自  平成17年4月 1日  
至 平成18年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成18年4月 1日  
至 平成19年3月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ─ 31,423

普通株式に係る純資産額(百万円) ─ 24,585

差額の主な内訳(百万円)

 新株予約権 ─ 8

 少数株主持分 ─ 6,829

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 40,953

普通株式の自己株式数(千株) ─ 1,119

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

─ 39,834

前連結会計年度 当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(△)(百万円)

2,978 △1,648

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)(百
万円)

2,978 △1,648

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,589 40,183

当期純利益又は当期純損失(△)調整額(百万円) ― ─

普通株式増加数（千株）

 新株予約権 38 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

― ─



(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  1 株式会社パワーインベストメントについて 

  平成18年5月17日付で、持分法適用関連会社である株式会社パワーインベストメントの当社保有全  

  株式(1,625株 議決権比率 25.0%)を第三者へ譲渡いたしました。  

    なお、この株式譲渡が当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

  2 金融庁による行政処分について 

  平成18年5月23日に関東財務局長より以下の業務改善命令を受けました。 

  (1) 売買管理の総点検及び売買管理体制の構築に向けた強化策を策定し実施すること。 

  (2) 売買管理体制にかかる責任所在の明確化を図ること。 

  (3) 研修等により全役職員に対し法令順守意識の徹底を図ること。 

  なお、この行政処分が当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

  3 自己株式取得について 

   平成18年6月2日に開催された取締役会において機動的な資本政策の遂行を可能とするため下記 

  の要領で自己株式を取得することを決議いたしました。      

  (1) 取得する株式の種類      普通株式 

  (2) 取得する株式の総数    1,000,000株（上限） 

  (3) 株式取得価格の総額     1,400百万円(上限） 

  (4) 取得する期間       平成18年6月5日から平成18年9月30日      

  



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  1 株式交換について 

 当社は、連結子会社であるオリエント貿易株式会社との間で平成19年２月26日に同社を完全子会  

  社とする株式交換契約を締結いたしました。同契約に基づき、平成19年4月1日付で株式交換が実  

  施され同社を完全子会社としております。 

  当社と子会社であるオリエント貿易株式会社社は、商品先物取引業等を行っており、本株式交換  

  により同社を当社の完全子会社とすることでグループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻  

  く経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとともに企  

  業価値の向上を目指すことを目的としております。グループ全体の連携を深め、当社グループを  

  取り巻く経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとと  

  もに企業価値の向上を目指すことを目的として、株式交換を実施いたしました。なお、会社法第  

  796条第３項の定めに基づく簡易株式交換のため、当社は株主総会における株式交換契約書の承認  

  決議は受けておりません。 

  株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

  (1) 株式交換の内容 

  当社を完全親会社とし、オリエント貿易株式会社を完全子会社といたします。 

  (2) 株式交換の日 

  平成19年４月１日 

  (3) 株式交換比率 

  オリエント貿易株式会社の普通株式(ただし、当社保有分を除く)１株に対して当社の普通株式  

  0.75株を割当交付いたします。 

  ただし、当社が保有するオリエント貿易株式会社の普通株式1,708,770株に対しては割り当て交付  

  いたしません。 

   実施した会計処理の概要 

    本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基  

    準及び事業分離等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成18年12月22日 企業会計基  

    準適用指針第10号)に基づき、共通支配下の取引等として会計処理を行っております。 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 
(注)「前期末残高」欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額であります。 

(注)連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

 
  

【借入金等明細表】 

 
(注) 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率等を記載しております。 

   長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

 
  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％） 担保 償還期限

オリエント貿易株式会社
第７回 

無担保社債
(注)

平成16年
4月27日 300 300  

(300) 0.58 なし 平成19年
4月27日

合計 ― ― 300 300  
(300) ― ― ―

１年以内(百万円)
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

300 ─ ─ ─ ─

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,186 5,268 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを
除く)

21 83 5.8
平成20年12月1日～
平成43年12月1日   

その他の有利子負債

信用取引借入金 51,178 28,410 1.1 ―

銀行業務における顧客預金及び政府からの
預金

17,808 30,243 6.7 ―

合計 71,195 64,006 ―

１年超２年以内(百万円) ２年超３年以内(百万円) ３年超４年以内(百万円) ４年超５年以内(百万円)

4 4 4 4



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金・預金 4,132 3,720

 ２ 預託金 31,029 22,914

  (1) 顧客分別金信託 31,012 22,881

  (2) その他の預託金 17 33

 ３ トレーディング商品 1,863 1,540

  (1) 商品有価証券等 ※２ 1,863 1,540

   ① 株券 1,774 1,484

   ② 国債 0 1

   ③ 地方債 2 2

   ④ 受益証券 86 52

 ４ 約定見返勘定 ― 12

 ５ 信用取引資産 48,222 29,495

  (1) 信用取引貸付金 47,096 28,685

  (2) 信用取引借証券担保金 1,126 810

 ６ 立替金 288 17

 ７ 繰延税金資産 128 ─

 ８ 短期貸付金 ─ 850

 ９ その他の流動資産 573 447

   貸倒引当金 △391 △72

  流動資産計 85,847 81.2 58,927 78.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 138 0.1 127 0.2

  (1) 建物 51 57

  (2) 器具備品 87 69

 ２ 無形固定資産 899 0.9 785 1.0

  (1) 営業権 15 ─

  (2) ソフトウェア 868 767

  (3) 電話加入権 13 13

  (4) その他の無形固定資産 1 4

 ３ 投資その他の資産 18,875 17.8 15,166 20.2

  (1) 投資有価証券 ※２ 1,168 547

  (2) 関係会社株式 7,231 8,843

  (3) その他の関係会社 
    有価証券

6,734 5,258

  (4) 出資金 4 4

  (5) 関係会社長期貸付金 3,200

  (6) 長期差入保証金 383 373

  (7) 破産更生債権に 
    準ずる債権

314 573

  (8)長期前払費用 0 0

  (9)その他の投資等 7 0

    貸倒引当金 △170 △434

  固定資産計 19,913 18.8 16,079 21.4

  資産合計 105,761 100.0 75,007 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 約定見返勘定 316 ─

 ２ 信用取引負債 43,009 24,272

  (1) 信用取引借入金 ※２ 40,198 22,107

  (2) 信用取引貸証券受入金 2,810 2,164

 ３ 預り金 17,113 12,416

  (1) 顧客からの預り金 16,574 12,196

  (2) その他の預り金 539 219

 ４ 受入保証金 13,495 9,565

  (1) 信用取引受入保証金 12,562 8,518

  (2) 先物取引受入証拠金 227 338

  (3) その他の受入保証金 705 708

 ５ 有価証券等受入未了勘定 0 ─

 ６ 短期借入金 ※２ 1,490 4,000

  (1) 金融機関借入金 540 1,300

  (2) 証券金融会社借入金 950 2,700

 ７ 前受収益 3 3

 ８ 未払金 788 59

 ９ 未払費用 197 136

 10 未払法人税等 941 89

 11 賞与引当金 86 35

  流動負債計 77,442 73.2 50,579 67.4

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 157 ─

 ２ 退職給付引当金 ※４ 127 118

 ３ 長期受入保証金・ 
   その他固定負債

165 100

  固定負債計 450 0.4 218 0.3



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅲ 特別法上の準備金 ※５

 １ 証券取引責任準備金 423 450

 ２ 商品取引責任準備金 ─ 0

   特別法上の準備金計 423 0.4 451 0.6

  負債合計 78,317 74.0 51,249 68.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 12,223 11.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 11,057 ―

  資本剰余金合計 11,057 10.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 3,934 ―

  利益剰余金合計 3,934 3.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 230 0.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※７ △1 △0.0 ― ―

  資本合計 27,443 26.0 ― ―

  負債・資本合計 105,761 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 12,223

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 11,057

  (2) その他資本剰余金 ― ─

   資本剰余金合計 ― ― 11,057

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― ─

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 2,119

   利益剰余金合計 ― ― 2,119

 ４ 自己株式 ― ― △1,253

  株主資本合計 ― ― 24,147 32.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― △389

  評価・換算差額等合計 ― ― △389 △0.5

  純資産合計 ― ― 23,757 31.7

  負債純資産合計 ― ― 75,007 100.0



② 【損益計算書】 

前事業年度
 (自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
 (自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 受入手数料 4,834 61.7 2,707 69.0

  (1) 委託手数料 3,603 1,943

  (2) 引受・売出手数料 290 177
  (3) 募集・売出しの 
    取扱手数料

214 131

  (4) その他の受入手数料 725 455

 ２ トレーディング損益 ※２ 1,974 25.2 341 8.7

 ３ 金融収益 ※１ 1,026 13.1 876 22.3

  営業収益計 7,835 100.0 3,925 100.0

Ⅱ 金融費用 ※９ 323 4.1 290 7.4

  純営業収益 7,511 95.9 3,634 92.6

Ⅲ 販売費・一般管理費 4,291 54.8 4,286 109.2

 １ 取引関係費 ※３ 997 1,093

 ２ 人件費 ※４ 2,045 1,686

 ３ 不動産関係費 ※５ 267 299

 ４ 事務費 ※６ 527 775

 ５ 減価償却費 105 231

 ６ 租税公課 ※７ 144 85

 ７ 貸倒引当金繰入 56 ─

 ８ その他 ※８ 146 114

  営業利益 3,220 41.1 △651 △16.6

Ⅳ 営業外収益 140 1.8 377 9.6

 １ 関係会社貸付金利息 25 36

 ２ 受取配当金 18 44

 ３ 不動産賃貸料 70 57

 ４ 投資事業組合投資利益 ※10 ─ 197

 ５ 雑益 26 41

Ⅴ 営業外費用 187 2.4 295 7.5

 １ 不動産賃借料 70 60

 ２ 投資事業組合等投資損失 ※10 87 209

 ３ 雑損 29 24

  経常利益 3,174 40.5 △569 △14.5

Ⅵ 特別利益 180 2.3 80 2.0

 １ 投資有価証券売却益 180 2

 ２ 関係会社株式売却益 ─ 24

 ３ 貸倒引当金戻入 ─ 54

Ⅶ 特別損失 299 3.8 460 11.7

 １ システム障害損 186 ─

 ２ 証券事故損失 ─ 334

 ３ 固定資産除却損 ※11 ― 51

 ４ 証券取引責任準備金 
   繰入

112 27

 ５ 過怠金 ─ 40

 ６ 投資有価証券評価損 ─ 7

 ７ その他 ─ 0

  税引前当期純利益 3,056 39.0 △949 △24.2

  法人税、住民税及び事業税 889 12

  過年度法人税等 ─ 108

  法人税等調整額 55 945 12.1 128 250 6.4

  当期純利益 2,110 26.9 △1,200 △30.6

  前期繰越利益 1,823 ―

  当期未処分利益 3,934 ―



③ 【利益処分計算書】 
  

 
(注) 前事業年度 現金配当１株につき 15 円 

  

前事業年度
(平成18年6月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,934

Ⅱ 利益処分額

  配当金 (注) 614

Ⅲ 次期繰越利益 3,319



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

 
(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

12,223 11,057 11,057 3,934 3,934 △1 27,213

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △614 △614 △614

 当期純損失 △1,200 △1,200 △1,200

 自己株式の取得 △1,252 △1,252

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額)

当期変動額合計(百万円) △1,814 △1,814 △1,252 △3,066

平成19年３月31日残高 
(百万円)

12,223 11,057 11,057 2,119 2,119 △1,253 24,147

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

230 230 27,443

当期変動額

 剰余金の配当(注) △614

 当期純損失 △1,200

 自己株式の取得 △1,252

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額)

△619 △619 △619

当期変動額合計(百万円) △619 △619 △3,685

平成19年３月31日残高 
(百万円)

△389 △389 23,757



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディングに関する有価証券等

商品有価証券等(売買目的有価証券)および、デリバテ

ィブ取引については、時価法(売却原価は移動平均法に

より算出)を採用しております。

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディングに関する有価証券等

同左

(2) トレーディング関連以外の有価証券等

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

時価のある有価証券については、決算日の市場価額等

に基づく時価法（評価差額については全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を

処理し、時価のない有価証券については、移動平均法

による原価法を採用しております。なお、投資事業有

限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券取

引法第2条第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

(2) トレーディング関連以外の有価証券等

① 子会社株式及び関連会社株式

同左

② その他有価証券

時価のある有価証券については、決算日の市場価額等

に基づく時価法（評価差額については全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

を処理し、時価のない有価証券については、移動平均

法による原価法を採用しております。なお、投資事業

有限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券

取引法第2条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物     10～15年

器具備品   ３～20年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

３ 繰延資産の処理方法

新株発行費

支払時に全額費用処理しております。

 

─

４ 引当金及び準備金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

４ 引当金及び準備金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員対する賞与の支払いに備えるため、会社所定の

計算方法による支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規定に

基づく当期末要支給額を計上しております。

(4) 証券取引責任準備金

 証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51

条及び「証券会社に関する内閣府令」第35条に定める

ところにより算出した額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

             同左

(4) 証券取引責任準備金

同左



 

会計方針の変更 

 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日)

当事業年度 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

５ リース取引の処理方法 

 

                      同左 

 

 

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。 

また固定資産に係る控除対象外消費税は「その他の投

資等」に計上し、法人税法に規定する期間（５年）で

償却しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

同左

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度からから「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計審議会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。

                        ─ 

 

 

 

 

 

 

 

(貸借対照表の「純資産の部」の表示に関する会計基準

等) 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企

業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用し

ております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、23,757

百万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。



表示方法の変更 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(損益計算書） 

 受取配当金は、営業外収益の総額の10/100を超えたた

め、区分掲記することとしました。なお、前事業年度

は営業外収益の雑益に8百万円含まれております。

 

 

                        ─ 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

建物 18百万円

器具備品 141

計 159
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

建物 22百万円

器具備品 159

計 181

※２ 担保に供されている資産

   別表記載のとおりであります。

※２ 担保に供されている資産

別表記載のとおりであります。

  ３ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額

(1) 差入れている有価証券

 ① 信用取引貸証券 3,136百万円

 ② 信用取引借入金の本担保 
   証券

40,198

 ③ 差入証拠金代用有価証券 ─

 ④ 差入保証金代用有価証券 20,571

 ⑤ 長期差入保証金 
   代用有価証券

─

 ⑥ その他担保として差入れ 
   た有価証券

―

(2) 差入れを受けている有価証券

 ① 信用取引貸付金の本担保 
   証券

46,200百万円

 ② 信用取引借証券 1,126

 ③ 消費貸借により借入れ  
   た有価証券

―

 ④ 受入証拠金代用有価証券 5

 ⑤ 受入保証金代用有価証券 49,461

 ⑥ その他担保として受け入
れた有価証券で自由処分
権の付されたもの

1

  ３ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額

(1) 差入れている有価証券

① 信用取引貸証券 2,348百万円

② 信用取引借入金の本担保 
   証券

22,107

③ 差入証拠金代用有価証券 ─

④ 差入保証金代用有価証券 8,924

⑤ 長期差入保証金
   代用有価証券

─

⑥ その他担保として差入れ 
   た有価証券

3,067

(2) 差入れを受けている有価証券

① 信用取引貸付金の本担保 
   証券

27,471百万円

② 信用取引借証券 810

③ 消費貸借契約により借入 
   れた有価証券

1,616

④ 受入証拠金代用有価証券 ─

⑤ 受入保証金代用有価証券 24,978

⑥ その他担保として受け入
れた有価証券で自由処分
権の付されたもの

45

※４ 退職給付引当金

退職給付債務(期末自己都合要支給額)は、127百万円で

あります。

※４ 退職給付引当金

退職給付債務(期末自己都合要支給額)は、 118百万円で

あります。

※５ 引当金の計上根拠

証券取引責任準備金

証券取引法第51条

※５ 引当金の計上根拠

証券取引責任準備金

証券取引法第51条



 
  

別表 担保に供されている資産 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 担保に供している資産は、期末時価で計上しております。 

２ その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券および信用取引の自己融資見返り株券を担保として差し

入れたものであります。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 担保に供している資産は、期末時価で計上しております。 

２ その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券および信用取引の自己融資見返り株券を担保として差し

入れたものであります。 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※６ 授権株式及び発行済株式総数           ─

 

会社が発行する株式

普通株式 149,000,000株

発行済株式総数

普通株式 40,953,500株

※７ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 2,275株で

あります。

                      ─

※８ 配当制限

有価証券の時価評価より、純資産額が619百万円増加し

ております。なお、当該金額は商法施行規則第124条第

３号の規定により配当に充当することが制限されており

ます。

           ─

※９ 欠損てん補

平成16年6月18日開催の定時株主総会において、下記の

欠損てん補を行っております。   

資本準備金 959百万円

利益準備金 ４百万円

計      963百万円
       

           ─

項目
被担保債務 
残高(百万円)

預金(百万円)
商品有価証券
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

その他 
(百万円)

計(百万円)

短期借入金 1,490 ― 660 30 837 1,528

 (金融機関借入金） (540) ― ― ― (379) (379)

(証券金融会社借入金) (950) ― (660) (30) (458) (1,148)

信用取引借入金 40,198 ― ― ― 21,177 21,177

(証券金融会社） (40,198) ― ― ― (21,177) (21,177)

計 41,688 ― 660 30 22,015 22,705

項目
被担保債務 
残高(百万円)

預金(百万円)
商品有価証券
(百万円)

投資有価証券
(百万円)

その他 
(百万円)

計(百万円)

短期借入金 2,700 ― 1,428 38 142 1,610

 (金融機関借入金） (  ―) (  ―) (  ―) (  ―) ( ―) (  ―)

(証券金融会社借入金) (2,700) (  ―) (1,428) (   38) (142) (1,610)

信用取引借入金 22,107 ― ― ― 9,625 9,625

(証券金融会社） (22,107) (  ―) ( ―) (  ―) (9,625) (9,625)

計 24,807 ― 1,428 38 9,767 11,235



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 金融収益の内訳

 信用取引受取利息・ 
 品貸料

965百万円

 受取配当金 21

 受取債券利子 0

 受取利息 6

 その他 33

計 1,026

※１ 金融収益の内訳

信用取引受取利息・
 品貸料

777百万円

受取配当金 16

受取債券利子 0

受取利息 43

その他 39

計 876

※２ トレーディング損益の内訳

 

トレーディング損益

 (株券等) 1,974百万円

 (債券等) △3

 (受益証券) 3

計 1,974

※２ トレーディング損益の内訳

 

トレーディング損益

(株券等) 321百万円

(債券等) 0

(受益証券) 20

計 341

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損益を含

んでおります。

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損益を含

んでおります。

※３ 取引関係費の内訳 

 支払手数料 163百万円

 取引所・協会費 283

 通信・運送費 329

 旅費・交通費 25

 広告宣伝費 186

 交際費 8

計 997

※３ 取引関係費の内訳 

支払手数料 127百万円

取引所・協会費 261

通信・運送費 387

旅費・交通費 23

広告宣伝費 289

交際費 4

計 1,093

※４ 人件費の内訳

 報酬・給料 1,748百万円

 退職給付費用 19

 退職金 1

 福利厚生費 190

 賞与引当金繰入 86

計 2,045

※４ 人件費の内訳

報酬・給料 1,478百万円

退職給付費用 13

退職金 0

福利厚生費 157

賞与引当金繰入 35

計 1,686

※５ 不動産関係費の内訳

 不動産費 201百万円

 器具・備品費 65

計 267

※５ 不動産関係費の内訳

不動産費 219百万円

器具・備品費 80

計 299

※６ 事務費の内訳

 事務委託費 489百万円

 事務用品費 37

計 527

※６ 事務費の内訳

事務委託費 751百万円

事務用品費 24

計 775



 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

       取締役会決議に基づく自社株式取得による増加    1,103,000株 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※７ 租税公課の内訳

 事業所税・事業税 77百万円

 源泉所得税・ 
 住民税利子割

0

 その他 65

計 144

※７ 租税公課の内訳

事業所税・事業税 53百万円

源泉所得税・
 住民税利子割

0

その他 31

計 85

※８ その他の内訳

 営業資料費 1百万円

  図書費 4

  光熱水道費 26
  その他 114

計 146

※８ その他の内訳

営業資料費 0百万円

 図書費 4

 光熱水道費 27
 その他 82

計 114

※９ 金融費用の内訳 

 信用取引支払利息・ 
 品借料

301百万円

 支払利息 16
 その他 5

計 323

※９ 金融費用の内訳

信用取引支払利息・ 
 品借料

242百万円

支払利息 46
その他 0

計 290

           ─
※10 各科目に含まれている関係会社に対するものは、 

    次のとおりであります。
  投資事業組合利益                183百万円
      投資事業組合損失        204百万円

           ─

 

※11 固定資産除却損の内訳

建物 1百万円

器具備品 12
ソフトウェア 37

計 51

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,275 1,103,000 ─ 1,105,275



(リース取引関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(器具備品)

取得価額相当額 31百万円
減価償却累計額 
相当額

14

期末残高相当額 17

(器具備品)

取得価額相当額 41百万円
減価償却累計額
相当額

18

期末残高相当額 22

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額

一年内 4百万円
一年超 12

合計 17

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額

一年内 8百万円
一年超 14

合計 23

３ 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 3

支払利息相当額 0

３ 当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 8

支払利息相当額 1

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法 

               同左 

 

 

 

６ (減損損失について）
  リース資産に配分された減損損失  
  はありません。

６ (減損損失について）
   リース資産に配分された減損損失  
  はありません。



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

未払事業税 88百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 
賞与引当金          

26 
34

退職給付引当金 51

投資有価証券（ストック・オプ
ション行使） 
証券取引責任準備金 
その他

114 
 

172 
19

繰延税金資産小計 508

評価性引当額 △379

繰延税金流動資産合計 128

流動資産 128

固定資産 ─

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 157

繰延税金負債合計 
流動負債 
固定負債

157 
─ 
157

繰延税金負債の純額 28

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

繰越欠損金 273百万円

証券取引責任準備金      183

退職給付引当金 48

投資有価証券（ストック・オプ
ション行使）

114

投資組合損失 58

システム障害損否認 75

証券事故損失 136

有価証券評価差額金 158

その他 100

繰延税金資産小計 1,149

評価性引当額 △1,149

繰延税金資産合計 ─

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

評価性引当金の増減 △7.33

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

0.11

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目

△0.23

住民税均等割 0.40

その他 △2.70

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.93

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

評価性引当金の増減 △56.47

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

△0.17

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目

1.25

住民税均等割 △1.36

過年度法人税等 △11.47

その他 1.11

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △26.41



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 670円12銭 596円21銭

１株当たり当期純利益金額又
は純損失金額(△)

54円70銭 △29円86銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

54円65銭 ─円─銭

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 貸借対照表の純資産の部の合計(百万円) ─ 23,757

 普通株式に係る純資産額(百万円) ― 23,757

 普通株式の発行済株式数(千株) ─ 40,953

 普通株式の自己株式数(千株） ― 1,105

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通
  株式の数(千株）

─ 39,848

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 2,110 △1,200

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
 （百万円）

2,110 △1,200

 普通株式の期中平均株式数(千株) 38,589 40,183

 当期純利益又は当期純損失(△)調整額 
 （百万円）

― ─

 普通株式増加数（千株）

 新株予約権 38 ─

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１ 
  株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜  
  在株式の概要

― ─



(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

1 株式会社パワーインベストメントについて 

平成18年5月17日付で、当社持分法適用関連会社である株式会社パワーインベストメントの当社保有全株式

(1,625株 議決権比率25.0%)を第三者へ譲渡いたしました。  

 なお、この株式譲渡が当社業績に与える影響は軽微であります。  

2 金融庁による行政処分について  

   平成18年5月23日に関東財務局長より以下の業務改善命令を受けました。  

  (1) 売買管理の総点検及び売買管理体制の構築に向けた強化策を策定し実施すること。  

  (2) 売買管理体制にかかる責任所在の明確化を図ること。  

  (3) 研修等により全役職員に対し法令順守意識の徹底を図ること。 

   なお、この行政処分が当社の業績に与える影響は軽微であります。 

3 自己株式取得について 

 平成18年6月2日に開催された取締役会において機動的な資本政策の遂行を可能とするため下記 

  の要領で自己株式を取得することを決議いたしました。       

  (1) 取得する株式の種類    普通株式  

  (2) 取得する株式の総数    1,000,000株（上限）  

  (3) 株式取得価額の総額    1,400百万円（上限）  

  (4) 取得する期間       平成18年6月5日から平成18年9月30日  

  



当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

1 会社分割について 

当社は、平成18年9月19日開催の取締役会において、経営の機動性や意思決定の迅速性を確保し、急激な環境変

化にも対応できる経営組織構築を目的として、持株会社へ移行することを決議いたしました。 

これを受けて、当社は、同年9月28日付でエイチ・エス証券分割準備株式会社を設立し、同年12月14日付で、同社

と、同社に証券業、投資顧問業、金融先物取引業、商品先物取引業等を包括的に承継させる吸収分割契約書を締結

いたしました。   

吸収分割契約書は、平成19年2月23日開催の臨時株主総会において承認されております。 

 平成19年4月1日付で、当社は、新たに設立した子会社「エイチ・エス証券分割準備株式会社」に対して、会社分

割（当社を分割会社、当該子会社を承継会社とする吸収分割）により従来営んでいた、証券業、投資顧問業、金融

先物取引業、商品先物取引業等の事業を包括的に承継させました。 

 また、これと同時に当社は、「エイチ・エス証券株式会社」から「澤田ホールディングス株式会社」に当該子会

社は「エイチ・エス証券分割準備株式会社」から「エイチ・エス証券株式会社」にそれぞれ商号を変更し、同日を

もって持株会社制へ移行いたしました。 

本吸収分割は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共

通支配下の取引等として会計処理を行っております。 

2 株式交換について 

当社は、連結子会社であるオリエント貿易株式会社との間で平成19年２月26日に同社を完全子会社とする株式

交換契約を締結いたしました。同契約に基づき、平成19年4月1日付で株式交換が実施され同社を完全子会社として

おります。 

当社と子会社であるオリエント貿易株式会社社は、商品先物取引業等を行っており、本株式交換により同社を当社

の完全子会社とすることでグループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻く経営環境の変化に迅速に対応でき

る体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとともに企業価値の向上を目指すことを目的としております。グ

ループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻く経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の

企業体質強化を図るとともに企業価値の向上を目指すことを目的として、株式交換を実施いたしました。なお、会

社法第796条第３項の定めに基づく簡易株式交換のため、当社は株主総会における株式交換契約書の承認決議は受

けておりません。 

株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、オリエント貿易株式会社を完全子会社といたします。 

(2) 株式交換の日 

平成19年４月１日 

(3) 株式交換比率 

オリエント貿易株式会社の普通株式(ただし、当社保有分を除く)１株に対して当社の普通株式0.75株を割当交付い

たします。 

ただし、当社が保有するオリエント貿易株式会社の普通株式1,708,770株に対しては割り当て交付いたしません。 

 実施した会計処理の概要 

本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成18年12月22日 企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共

通支配下の取引等として会計処理を行っております。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

【債券】 

 
【その他】 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表 

計上額(百万円)

商品有価証券等
売買目的 
有価証券

㈱エイチ・アイ・エス 150,000 508

住友林業(株) 350,000 435

(株)アパマンショップホールディングス 9,000 405

その他 7銘柄 75,055 135

小計 584,055 1,484

投資有価証券
その他 
有価証券

シンワアートオークション(株) 600 126

ゲインウェル証券 107,143 114

ユナイテッドワールド証券(株) 200 60

岩井証券(株) 10,000 22

日本証券金融(株) 20,905 37

(株)東京証券取引所 20,000 30

みずほ信託銀行(株) 69,000 18

東京証券会館 46,146 23

理研工業(株) 28,600 16

三菱UFJフィナンシャル・グループ 8 10

その他 14銘柄 27,197 51

小計 329,799 510

計 913,854 1,995

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表 

計上額(百万円)

商品有価証券等
売買目的 
有価証券

利付国庫債券(10年)233回 1,000 1

埼玉県公募交債10-2 500 0

埼玉県公募交債11-2 2,000 2

計 3,500 3

種類及び銘柄
投資口数等 

(口)
貸借対照表

計上額(百万円)

商品有価証券 売買目的有価証券
(証券投資信託の受益証券） 

 日経225連動投信
3,000 52

投資有価証券 その他有価証券

(投資事業有限責任組合契約等に基づく権利)

SIP知的創造投資事業有限責任組合 20 12

VL-1号投資事業組合 5 24

小計 25 36

計 3,025 89



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 1．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、「証券業経理の統一について」に基づく戻入額等であります。 

2．証券取引責任準備金は、証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条の規定に基づき「証券会社  

   に関する内閣府令」第35条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

3. 商品取引責任準備金は、商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所法第221条の規定に基づ 

   き、同施行規則に定める額を計上しております。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
帳簿残高 
(百万円)

有形固定資産

建物 69 12 1 79 22 4 57

器具備品 229 15 15 229 159 21 69

有形固定資産計 298 28 17 309 181 25 127

無形固定資産

のれん 60 ─ ─ 60 56 12 3

ソフトウェア 1,083 129 37 1,174 407 192 767

電話加入権 13 ─ ─ 13 ─ ─ 13

その他の 
無形固定資産

11 ─ ─ 11 10 0 1

無形固定資産計 1,168 129 37 1,260 474 205 785

長期前払費用 2 ─ ─ 2 2 0 0

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 561 507 ─ 561 507

賞与引当金 86 35 86 ─ 35

証券取引責任準備金 423 27 ─ ─ 450

商品取引責任準備金 ─ 0 ─ ─ 0



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金預金 

 
(注) 普通預金に証券取引責任準備金として423百万円を預入しております。 

ｂ 預託金 

 
(注) 証券取引法第47条第３項の規定に基づき、国内において信託会社等に信託している顧客分別信託金 

ｃ 信用取引資産 

 
(注) １ 信用取引による顧客の買付けた株券に対する貸付金相当額であります。 

２ 貸借取引により証券金融会社等に差入れている借証券担保金であります。 

d  関係会社株式 

 

e  その他の関係会社有価証券 

区分 金額(百万円)

現金 0

当座預金 3,058

普通預金(注) 506

定期預金 ─

振替貯金 149

別段預金 5

小計 3,720

合計 3,720

区分 金額(百万円)

顧客分別金信託(注) 22,881

福岡証券取引所 16

その他 16

計 22,914

区分 金額(百万円)

信用取引貸付金(注１) 28,685

信用取引借証券担保金(注２) 810

計 29,495

銘柄 金額（百万円）

(子会社株式)

オリエント貿易 
エイチ・エス損害保険プランニング 
エイチ・エス債権回収株式会社 
エイチ・エス証券分割準備株式会社 
エイチ・エスインベストメント

(関連会社株式)

株式会社バリュークリエーション 
ストラテジックキャピタルパートナーズ

6,463 
760 
500 
100 
44

940 
36

合計 8,843

銘柄 金額（百万円）

投資事業組合等に対する出資 
(子会社) 
 HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合 
 JHK Partner Fund 
  HS-IPO投資事業有限責任組合 
 HSI-VLOH投資事業組合 
  JBC投資事業組合

 
 

2,413 
1,735 
592 
509 
6

合計 5,258



② 負債の部 

ａ 預り金 

  

 
(注) １ 顧客の有価証券の売買等に伴う一時的な預り金であります。 

２ 代理事務業務に付随して発生する預り金・源泉徴収所得税等の一時的な預り金であります。 

  

ｂ 信用取引負債 

  

 
(注) １ 貸借取引にかかる証券金融会社からの借入金および信用取引にかかる他の証券会社からの借入金でありま

す。 

２ 信用取引による顧客の売付代金相当額であります。 

  

ｃ 受入保証金 

  

 
(注) １ 顧客から信用取引の委託保証金として受入れている現金であります。 

２ 顧客から先物取引の委託証拠金として受入れている現金であります。 

３ 顧客から発行日取引の委託保証金として受け入れている現金であります。 

４  顧客から外国為替保証金取引の委託保証金として受け入れている現金であります。 

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(百万円)

顧客からの預り金(注１) 12,196

その他預り金(注２) 219

計 12,416

区分 金額(百万円)

信用取引借入金(注１) 22,107

信用取引貸証券受入金(注２) 2,164

計 24,272

区分 金額(百万円)

信用取引受入保証金(注１) 8,518

先物取引受入証拠金(注２) 338

発行日取引受入保証金（注３） ─

その他の受入保証金（注４） 708

計 9,565



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、会社法第166条第1項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
東京都千代田区丸の内1丁目４番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内1丁目４番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店、

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内1丁目４番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内1丁目４番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店、

買取手数料 当分の間無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行ないます。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
ります。 
http://www.sawada-holdings.co.jp/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は親会社等を有しておりませんので、該当事項はありません。 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第49期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

  訂正報告書を(上記(1)有価証券報告書)を平成18年7月12日関東財務局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書 

  平成18年12月22日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条2項第4号(主要株主の異  

  動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第50期中(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)平成18年12月25日関東財務局長に提

出。 

  

(5) 臨時報告書 

  平成19年1月25日関東財務局長に提出 

  証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条2項第7号(会社分割の契  

  約の締結)の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(6) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間(自 平成18年6月5日 至 平成18年6月30日)平成18年7月11日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成18年7月1日 至 平成18年7月31日)平成18年8月4日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成18年8月1日 至 平成18年8月31日)平成18年9月12日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成18年9月1日 至 平成18年9月30日)平成18年10月5日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成18年12月22日 至 平成18年12月31日)平成19年1月9日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成19年1月1日 至 平成19年1月31日)平成19年2月2日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成19年2月1日 至 平成19年2月28日)平成19年3月1日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成19年3月1日 至 平成19年3月31日)平成19年4月6日関東財務局長に提出。 

  報告期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年4月30日)平成19年5月2日関東財務局長に提出。 

    報告期間(自 平成19年5月1日 至 平成19年5月31日)平成19年6月15日関東財務局長に提出。 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

エイチ・エス証券株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲げられて

いるエイチ・エス証券株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エイチ・エス証券株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樽  本  修  平  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  清  吾  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

澤田ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている澤田ホールディングス株式会社（旧会社名 エイチ・エス証券株式会社）の平成18年4月1日から平成

19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、澤田ホールディングス株式会社（旧会社名 エイチ・エス証券株式会社）及び連結子会社の平成19

年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度

より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樽  本  修  平  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  清  吾  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

エイチ・エス証券株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲げられて

いるエイチ・エス証券株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基礎に準拠し

て、エイチ・エス証券株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樽  本  修  平 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  清  吾 ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

澤田ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている澤田ホールディングス株式会社（旧会社名 エイチ・エス証券株式会社）の平成18年4月1日から平成

19年3月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、澤田ホールディングス株式会社（旧会社名 エイチ・エス証券株式会社）の平成19年3月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年4月1日付で、子会社に対して、会社分割によ

り、証券業、投資顧問業、金融先物取引業、商品先物取引業等の事業を包括的に承継させている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樽  本  修  平 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  清  吾 ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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